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はじめに 

 

当町における高齢者人口は令和２年10月１日現在において、

3,212人となっており、高齢化率は49.1％となっています。今後

は高齢者人口は減少していく見込みとなっていますが、生産年齢

人口の減少に伴い、高齢化率は上昇していくことが予測されま

す。こうした状況を踏まえ、地域において高齢者をいかに支えて

いくかという視点が重要になってきます。 

当町においては、「元気な高齢者が多いまち」を基本理念に掲げ、住まい・医療・介護・予

防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築をはじめ、元気な高齢者を

増やすために介護予防事業に重点的に取り組む等、様々な高齢者福祉施策を展開してきまし

た。 

今後も引き続き、これまで推進してきた高齢者福祉施策を推進するとともに、地域共生社

会の理念を取り入れ、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超え

て、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、町が一丸となって高齢者を支

えていく体制を構築することで、誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現できるま

ちを実現していきます。 

終わりに、本計画の策定に当たり、貴重なご意見・ご提言をいただきました川根本町保健、

福祉サービス推進協議会の皆様をはじめ、関係機関の皆様、アンケート調査にご協力いただ

きました町民の皆様に心からお礼申し上げるとともに、今後とも一層のご支援とご協力をお

願いいたします。 

 

 

令和３年３月 

川根本町長  鈴 木 敏 夫 
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第１章 計画策定の概要 

 

１．計画策定の趣旨 

 

近年、我が国の少子高齢化は急速に進行しています。2025年（令和７年）には団塊の世代

が後期高齢者である75歳以上となり、2040年（令和22年）においては団塊ジュニア世代が65

歳以上となるため、高齢者福祉に関するニーズが今後ますます高まることが予想されます。 

川根本町においても、高齢化率は年々上昇しており、国立社会保障・人口問題研究所によ

る推計によれば、高齢化率は2025年（令和７年）には52.0％、2040年（令和22年）には58.5％

となることが予測されています。 

このような中で、いくつになっても住み慣れた土地で、生きがいを持ち、自分らしく心豊

かに暮らしていけるよう、町では、住まい・医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供さ

れる地域包括ケアシステムの構築をはじめ、元気で活躍する高齢者の増加を目指し、介護予

防事業に重点的に取り組み、要支援・要介護状態とならないように様々な高齢者福祉施策を

展開していくことが必要です。 

この度、令和２年度で「第８次川根本町高齢者保健福祉計画・第７期川根本町介護保険事

業計画」の計画期間が終了すること、また、ニーズや社会状況の変化に対応するために、「第

９次川根本町高齢者保健福祉計画・第８期川根本町介護保険事業計画」を策定します。 

 

２．計画の性格 

 

（１）計画の位置づけ 

高齢者保健福祉計画は、老人福祉法第20条の８第１項に基づく計画です。当該市町

村で確保すべき高齢者福祉事業の量の目標、その量の確保のための方策、その他高齢

者福祉事業の供給体制の確保に関し必要な事項を定めることとされています。介護保

険事業計画とは介護保険サービス及び地域支援事業を円滑に実施するための計画で、

必要なサービスの内容や必要量を把握してサービス提供体制を整えることなどを定め

るものです。介護保険法（平成９年法律第123号）第117条では、介護保険の保険者と

して位置づけられている市町村に対して、３年を１期とする介護保険事業計画の策定

が義務づけられています。 

 

（２）関連計画との整合性 

本計画は「川根本町総合計画」を最上位計画、「川根本町地域福祉計画」を上位計画

とし、関連計画である「川根本町保健計画」「川根本町障がい者計画・障がい福祉計画・

障がい児福祉計画」等との整合性を図りながら推進します。また、静岡県の高齢者福

祉計画・介護保険事業支援計画である「ふじのくに長寿社会安心プラン（介護保険事

業支援計画）」とも整合を図ります。 
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３．計画の期間 

 

計画期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間です。 

本計画では、2025年（令和７年）、更には2040年（令和22年）までの中長期的な視野に立つ

とともに、計画期間中において社会情勢の変化等が生じた場合は、必要に応じて見直しを行

います。 

 

 
令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

第８次高齢者保健福祉計画 

第７期介護保険事業計画 
      

第９次高齢者保健福祉計画 

第８期介護保険事業計画 
  見直し    

 

 

 

４．日常生活圏域について 

 

日常生活圏域の設定については、地理的条件、人口、交通事情、その他の社会的条件、既

存資源としてのサービス提供施設や今後の整備予定、地域包括支援センター・在宅介護支援

センター等の状況を総合的に勘案する必要があります。 

第８期計画では、第７期計画における日常生活圏域の考え方を踏襲し、サービス利用者の

利便性等を考慮し、町内全域を１つの日常生活圏域として設定します。また、高齢者福祉課

内に地域包括支援センターを設置しています。 

 

令和７年度を見据えた視点 

令和22年度を見据えた視点    
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５．計画の策定方法 

 

（１）アンケート調査の実施 

本町では、町民の声を計画に反映させ、計画の円滑な推進、運営に活かせるよう令

和元年度に実施しました。 

 

〇回収状況 

【高齢者一般・要支援認定者・総合事業対象者調査】 

区分 発送数 有効回収数 有効回収率 

高齢者一般 1,000票 786票 78.6％ 

要支援認定者 88票 68票 77.3％ 

総合事業対象者 142票 126票 88.7％ 

合計 1,230票 986票※ 80.2％ 

※認定区分不明が６票あったため内訳と合計が一致しません 

【要介護認定者調査】 

区分 発送数 有効回収数 有効回収率 

要介護認定者 285票 175票 61.4％ 

 

〇調査の期間 

令和２年１月14日から令和２年１月31日 

 

 

（２）会議等の実施 

計画の策定にあたっては、被保険者や事業者等の意見が反映されるよう、川根本町

保健、福祉サービス推進協議会高齢者福祉・介護保険事業部会を開催しました。 

また、令和３年２月８日（月）から２月22日（月）にパブリックコメントを実施し、

広く町民の意見を募集しました。 
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６．第８期計画のポイント 

 

近年の状況を踏まえて、社会保障審議会介護保険部会（令和元年12月27日）では、３つの

方針と、それを推進するために重要な取組を介護保険制度の見直しの意見として提示してい

ます。また、全国介護保険担当課長会議（令和２年７月31日）では、重要な取組等に関して

提示しており、以下の７点が重要なポイントとなります。 

 

（１）令和７年・令和22年を見据えたサービス基盤、人的基盤の整備 

 

〇考え方 

 令和７年、令和22年に向け、地域により高齢化の状況、介護需要が異なることが想

定される。 

 介護需要の大きな傾向を把握した上で、サービス整備の絶対量、期間を勘案するこ

とが重要。 

 介護需要が成熟化する場合も、介護需要の見込みに合わせて過不足ないサービス基

盤の整備や都道府県等とも連携して広域的な整備を進めることが必要。 

 

〇計画への対応 

 地域ごとの推計人口等から導かれる介護需要等を踏まえて計画を策定すること。 

 基盤整備を検討する際、介護離職ゼロの実現に向けたサービス基盤整備、地域医療

構想との整合性を踏まえることが必要。【第７期より継続】 

 指定介護療養型医療施設の設置期限（令和５年度末）までに確実な転換等を行うた

めの具体的な方策について記載すること。 

 

 

（２）地域共生社会の実現 

 

〇考え方 

 地域共生社会の理念や考え方を踏まえた包括的な支援体制の整備や具体的な取組が

重要。 

 

〇計画への対応 

 地域共生社会の実現に向けた考え方や取組について記載すること。 
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（３）介護予防・健康づくり施策の充実・推進（地域支援事業等の効果的な実施） 

 

〇考え方 

 高齢者等が社会で役割を持ち活躍できる多様な就労・社会参加ができる環境整備を

進めることが必要であり、介護予防・健康づくりの取組を強化して健康寿命の延伸

を図ることが求められる。 

 

〇計画への対応 

 一般介護予防事業の推進に関して「ＰＤＣＡサイクルに沿った推進」、「専門職の関

与」、「他の事業との連携」について記載すること。 

 自立支援、介護予防・重度化防止に向けた取組の例示として就労的活動等について

記載すること。 

 就労的活動支援コーディネーターによる高齢者個人の特性や希望に合った就労的活

動のコーディネートといった取組内容を追記すること。 

 総合事業の対象者や単価の弾力化を踏まえて計画を作成すること。 

 総合事業の費用や事業者・団体数、利用者数について見込むよう努めること。 

 市町村の判断により、希望する要介護者が総合事業の対象となり得ることに留意す

る旨を記載すること。 

 通いの場について、国の目標を勘案して目標設定することが望ましい旨を記載する

こと。 

 保険者機能強化推進交付金等を活用した施策の充実・推進について記載すること。 

 在宅医療・介護連携の推進における看取りや認知症への対応強化等の観点を踏まえ

記載すること。 

 要介護（支援）者に対するリハビリテーションの目標を国が示す指標を参考に記載

すること。 

 ＰＤＣＡサイクルについて、データの利活用の推進やそのための環境整備について

記載すること。 
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（４）有料老人ホームとサービス付き高齢者住宅に係る都道府県・市町村間の 

情報連携の強化 

 

〇考え方 

 高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けるための「自宅」と「介護施設」の中間に位

置する住宅や、生活面で困難を抱える高齢者への住まいと生活支援を一体的に提供

する取組が進み、その質の確保や、適切にサービス基盤整備することが求められて

いる。 

 

〇計画への対応 

 住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅の設置状況を記載すること。 

 住宅型有料老人ホーム及びサービス付き高齢者向け住宅に対する指導監督の徹底等

による質の確保を図ること。 

 有料老人ホームとサービス付き高齢者向け住宅の整備状況を踏まえて計画を作成し、

サービス基盤整備を適切に進めること。 

 都道府県が住宅型有料老人ホームの届出に関する情報を市町村へ通知する取組によ

り情報連携を強化すること。（法案成立後） 

 

 

（５）認知症施策推進大綱等を踏まえた認知症施策の推進 

 

〇考え方 

 認知症施策推進大綱に基づき「共生」と「予防」を車の両輪とした５つの柱に基づ

く認知症施策が進んでいる。 

 

〇計画への対応 

 ５つの柱に基づく認知症施策を記載すること。 

（普及チームオレンジの設置及び「通いの場」の拡充について記載すること） 

 教育等他の分野との連携に関する事項について記載すること。 

 

 

 １．普及啓発・本人発信支援 

２．予防 

３．医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

４．認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

５．研究開発・産業促進・国際展開 

認知症施策推進大綱の５つの柱 
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（６）地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び業務効率化の取組の強化 

 

〇考え方 

 令和７年以降は現役世代の減少により、介護人材の確保がより深刻になるため、人

材確保を都道府県と市町村が連携し、計画的に進める必要がある。 

 

〇計画への対応 

 介護職員に加え介護分野で働く専門職を含めた介護人材の確保の必要性について記

載すること。 

 介護現場における業務仕分けやロボット・ＩＣＴの活用、元気高齢者参入による業

務改善など、介護現場革新の具体的な方策を記載すること。 

 総合事業等の担い手確保に関する取組の例示としてポイント制度や有償ボランティ

ア等について記載すること。 

 要介護認定を行う体制の計画的な整備を行う重要性について記載すること。 

 文書負担軽減に向けた具体的な取組を記載すること。 

 高齢者に対する保健事業と介護予防の一体的な実施に関する具体的な取組（支援）

方針を記載すること。 

 

 

（７）災害や感染症対策に係る体制整備 

 

〇考え方 

 日頃から介護事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等に

おけるリスクや、食料、飲料水、生活必需品、燃料その他の物資の備蓄・調達状況

の確認を行うことが重要である。 

 日頃から介護事業所等と連携し、訓練の実施や感染拡大防止策の周知啓発、感染症

発生時に備えた平時からの事前準備、感染症発生時の代替サービスの確保に向けた

連携体制の構築等を行うことが重要である。 

 

〇計画への対応 

 近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、これらへの備

えの重要性について記載すること。 
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第２章 高齢者を取り巻く現状 

 

１．高齢者の状況 

 

（１）総人口と年齢３区分別人口の状況 

住民基本台帳によると、川根本町の総人口は、減少傾向にあり、令和２年度では6,547

人となっています。一方、総人口に占める65歳以上の割合は増加傾向にあり、令和２

年度では49.1％となっています。 

 

【総人口と年齢３区分別人口の推移（上段：人、下段：％）】 

 
平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

総人口 
7,333 7,124 6,925 6,698 6,547 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

０～14歳 

年少人口 

480 454 429 406 402 

6.5 6.4 6.2 6.1 6.1 

15～64歳 

生産年齢人口 

3,422 3,282 3,165 3,035 2,933 

46.7 46.1 45.7 45.3 44.8 

65歳以上 

老年人口 

3,431 3,388 3,331 3,257 3,212 

46.8 47.6 48.1 48.6 49.1 

 
75歳以上 

（再掲） 

2,165 2,138 2,113 2,052 2,017 

29.5 30.0 30.5 30.6 30.8 

資料：住民基本台帳（各年10月１日現在） 

 

【総人口と高齢化率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年10月１日現在） 

7,333 7,124 6,925 6,698 6,547

46.8% 47.6% 48.1% 48.6% 49.1%

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

8,000人

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

総人口

高齢化率
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（２）高齢者のいる世帯の状況 

65歳以上高齢者のいる世帯の割合は、平成28年度以降、７割以上で推移しています。 

また、65歳以上高齢者のいる世帯のうち、一人暮らし世帯の割合が増加傾向にあり、

令和２年度には28.7％となっています。 

 

【総世帯と高齢者のいる世帯の推移（上段：世帯、下段：％）】 

 
平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

総世帯 
2,926 2,901 2,895 2,875 2,871 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

65歳以上高齢者の 

いる世帯 

2,209 2,190 2,157 2,085 2,053 

75.5 75.5 74.5 72.5 71.5 

 

子ども等との 

同居世帯 

1,120 1,087 1,038 992 948 

50.7 49.6 48.1 47.6 46.2 

一人暮らし世帯 
562 584 602 582 589 

25.4 26.7 27.9 27.9 28.7 

夫婦のみの世帯 
458 444 440 424 433 

20.7 20.3 20.4 20.3 21.1 

その他 

高齢者のみの世帯 

69 75 77 87 83 

3.1 3.4 3.6 4.2 4.0 

資料：高齢者福祉行政の基礎調査（各年４月１日現在） 

 

【総世帯数と高齢者のいる世帯割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：高齢者福祉行政の基礎調査（各年４月１日現在） 

 

2,926 2,901 2,895 2,875 2,871

75.5% 75.5% 74.5% 72.5% 71.5%

0世帯

500世帯

1,000世帯

1,500世帯

2,000世帯

2,500世帯

3,000世帯

3,500世帯

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

総世帯

65歳以上高齢者の

いる世帯の割合
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（３）高齢者の疾病の状況 

高齢者の疾病状況は、「新生物＜腫瘍＞」「内分泌、栄養及び代謝疾患」、「眼及び付

属器の疾患」、「循環器系の疾患」、「筋骨格系及び結合組織の疾患」「尿路性器系の疾患」

で65歳以上の割合が７割を超えています。 

 

【高齢者の疾病の状況】 

 
合計 

（件） 

65歳 

以上 

件数 

（件） 

65歳 

以上 

割合 

（％） 

１ 感染症及び寄生虫症 259 161 62.2 

２ 新生物＜腫瘍＞ 518 393 75.9 

３ 血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 49 23 46.9 

４ 内分泌、栄養及び代謝疾患 3,579 2,786 77.8 

５ 精神及び行動の障害 712 197 27.7 

６ 神経系の疾患 572 286 50.0 

７ 眼及び付属器の疾患 1,635 1,249 76.4 

８ 耳及び乳様突起の疾患 107 57 53.3 

９ 循環器系の疾患 3,603 2,845 79.0 

10 呼吸器系の疾患 1,063 565 53.2 

11 消化器系の疾患 1,013 670 66.1 

12 皮膚及び皮下組織の疾患 806 371 46.0 

13 筋骨格系及び結合組織の疾患 1,610 1,267 78.7 

14 尿路性器系の疾患 570 420 73.7 

15 妊娠、分娩及び産じょく 5 0 0.0 

16 周産期に発生した病態 0 0 0.0 

17 先天奇形、変形及び染色体異常 10 4 40.0 

18 症状、徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に分類されないもの  214 138 64.5 

19 損傷、中毒及びその他の外因の影響 268 148 55.2 

合計 16,593 11,580 69.8 

資料：茶っとシステム 特定疾病別医療費（令和元年度分） 
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２．要介護認定者の状況 

 

（１）要介護認定者の状況 

要介護認定者はやや増加傾向にあり、令和２年度では624人となっています。 

 

【要介護認定者数（第２号被保険者含む）の推移（単位：人）】 

 
平成 

28年度 

平成 

29年度 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

認定者計 592 620 621 610 624 

要支援１ 55 63 61 45 74 

要支援２ 35 41 45 45 34 

要介護１ 121 130 131 121 117 

要介護２ 108 117 110 133 112 

要介護３ 101 104 106 101 127 

要介護４ 96 93 92 88 93 

要介護５ 76 72 76 77 67 

資料：見える化システム 
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３．アンケート調査にみる高齢者の状況 

 

（１）高齢者一般・要支援認定者・総合事業対象者調査結果 

 

①１週間の外出頻度 

（問）週に１回以上は外出していますか。（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「ほとんど外出しない」が10.0％、「週１回」が29.3％、「週２～４回」が38.1％、

「週５回以上」が20.9％となっています。 

 

 

②地域づくりの参加者としての参加意欲 

（問）地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、

いきいきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として

参加してみたいと思いますか。（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「是非参加したい」が9.0％、「参加してもよい」が50.0％、「参加したくない」が24.1％、

「既に参加している」が9.4％となっています。 

（n=986）

ほとんど外出しない

10.0%

週１回

29.3%

週２～４回

38.1%

週５回以上

20.9%

無回答

1.6%

（n=986）

是非参加したい

9.0%

参加してもよい

50.0%

参加したくない

24.1%

既に参加している

9.4%

無回答

7.4%
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③心配事や愚痴を聞いてくれる人 

（問）あなたの心配事や愚痴（ぐち）を聞いてくれる人。（いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「配偶者」が50.9％と最も多く、次いで「友人」が44.6％、「兄弟姉妹・親戚・親・

孫」が44.1％などとなっています。 

 

 

④病気で寝込んだときに看病や世話をしてくれる人 

（問）あなたが病気で数日間寝込んだときに、看病や世話をしてくれる人。 

 （いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「配偶者」が57.5％と最も多く、次いで「別居の子ども」が36.6％、「同居の子ども」

が29.5％などとなっています。 

（n=986）

そ
の
他

そ
の
よ
う
な
人
は
い
な
い

無
回
答

配
偶
者

友
人

兄
弟
姉
妹
・
親
戚
・
親
・
孫

別
居
の
子
ど
も

近
隣

同
居
の
子
ど
も

50.9 
44.6 44.1 42.3 

30.2 
22.0 

2.9 2.8 2.6 

0%

20%

40%

60%

（n=986）

そ
の
他

そ
の
よ
う
な
人
は
い
な
い

無
回
答

配
偶
者

別
居
の
子
ど
も

同
居
の
子
ど
も

兄
弟
姉
妹
・
親
戚
・
親
・
孫

近
隣

友
人

57.5 

36.6 
29.5 

25.4 

7.1 4.7 1.1 
5.3 2.3 

0%

20%

40%

60%
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⑤現在の健康状態 

（問）現在のあなたの健康状態はいかがですか。（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「とてもよい」が13.1％、「まあよい」が65.0％、「あまりよくない」が17.0％、「よ

くない」が3.7％となっています。 

 

 

⑥健康について知りたいこと 

（問）健康についてどのようなことが知りたいですか。（３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「認知症の予防について」が47.4％と最も多く、次いで「がんや生活習慣病（高血

圧など）にならないための工夫について」が38.5％、「望ましい食生活について」が

38.3％などとなっています。 

（n=986）

とてもよい

13.1%

まあよい

65.0%

あまりよくない

17.0%

よくない

3.7%

無回答

1.2%

（n=986）

う
つ
病
の
予
防
に
つ
い
て

歯
の
健
康
に
つ
い
て

無
回
答

そ
の
他

認
知
症
の
予
防
に
つ
い
て

が
ん
や
生
活
習
慣
病
（

高
血
圧

な
ど
）

に
な
ら
な
い
た
め
の

工
夫
に
つ
い
て

望
ま
し
い
食
生
活
に
つ
い
て

寝
た
き
り
や
介
護
の
予
防
に

つ
い
て

運
動
の
方
法
に
つ
い
て

健
康
診
断
・
各
種
検
診
の
内
容

や
受
け
方
な
ど
に
つ
い
て

47.4 

38.5 38.3 

26.3 
20.5 

14.1 
8.9 7.3 

3.1 

14.6 

0%

10%

20%

30%

40%

50%
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⑦利用したい介護予防や生きがい活動を支援するサービス 

（問）介護予防や生きがい活動を支援するサービスで利用したいと思うもの（利用し

ているものも含む）について、次の中からあてはまるものに○をつけてくださ

い。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「早期の認知症を発見し、重度化を予防する認知症予防教室」が31.1％と最も多く、

次いで「保健師、栄養士が行なう生活習慣病予防などの健康づくり教室（健康相談を

含みます）」が22.6％、「転倒を予防するための学習や相談などをする転倒予防教室」

が20.5％などとなっています。また、「特にない」が21.4％となっています。 

 

（n=986）

音
楽
、

絵
画
、

書
道
、

演
劇
な
ど
の
教
室

生
活
習
慣
病
予
防
の
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ー
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倒
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学
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倒
予
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教
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食
生
活
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す
る
教
室

運
動
機
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向
上
の
た
め
、

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
し
、

ト
レ
ー

ニ
ン
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行
な
う
教
室

閉
じ
こ
も
り
や
孤
立
に

な
ら
な
い
た
め
の
地
域
の

つ
ど
い
の
場

31.1 

22.6 20.5 19.3 
14.6 14.3 

8.5 7.9 
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10%

20%

30%

40%
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⑧高齢期を快適に暮らすために重要な施策 

（問）あなたは、高齢期を快適に暮らすためには、どのような施策が重要だと思いま

すか。次の中からあてはまるものに○をつけてください。（いくつでも） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「病院や診療所などの医療機関の充実」が67.8％と最も多く、次いで「外出支援サ

ービス（自動車による病院などへの移送サービス）」が64.8％、「寝たきりや認知症に

ならないための予防対策」が51.6％などとなっています。 

（n=986）

災
害
に
対
す
る
支
援

特
別
養
護
老
人
ホ
ー

ム
な
ど
の

施
設
の
整
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常
生
活
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す
る

情
報
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供
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生
活
相
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窓
口
の
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充
実
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援
サ
ー

ビ
ス

（
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動
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ビ
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）
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き
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テ
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）

ホ
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実
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51.6 
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（２）要介護認定者調査結果 

 

①施設等の入所・入居検討状況 

（問）現時点での、施設等への入所・入居の検討状況について、ご回答ください。 

 （１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「入所・入居は検討していない」が53.7％、「入所・入居を検討している」が19.4％、

「すでに入所・入居申し込みをしている」が18.9％となっています。 

 

 

②介護サービスの利用有無 

（問）令和元年12月の１か月の間に、（住宅改修、福祉用具貸与・購入以外の）介護保

険サービスを利用しましたか。（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「利用した」が71.4％、「利用していない」が24.6％となっています。 

（n=175）

入所・入居は

検討していない

53.7%

入所・入居を

検討している

19.4%

すでに入所・入居

申し込みをしている

18.9%

無回答

8.0%

（n=175）

利用した

71.4%

利用していない

24.6%

無回答

4.0%
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③主な介護者の年齢 

（問）主な介護者の方の年齢について、ご回答ください。（１つを選択） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「60代」が45.2％と最も多く、次いで「50代」が19.4％、「70代」が18.5％などとな

っています。 
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④主な介護者が不安に感じる介護等 

（問）現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護等

について、ご回答ください（現状で行っているか否かは問いません）。 

 （３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「認知症状への対応」が40.3％と最も多く、次いで「外出の付き添い、送迎等」が

28.2％、「食事の準備（調理等）」が23.4％などとなっています。 
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４．第７期介護保険事業計画の検証 

 

（１）居宅サービス 

【介護予防居宅サービス（円／年）】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

介護予防訪問入浴介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 172,830 0 

実績／計画 - - - 

介護予防訪問看護 

計画値 1,482,000 1,743,000 2,003,000 

実績値 2,648,155 2,409,308 2,445,731 

実績／計画 178.7 138.2 122.1 

介護予防訪問 
リハビリテーション 

計画値 947,000 947,000 947,000 

実績値 622,072 843,777 1,588,148 

実績／計画 65.7 89.1 167.7 

介護予防 
居宅療養管理指導 

計画値 61,000 61,000 61,000 

実績値 316,761 445,755 990,468 

実績／計画 519.3 730.7 1,623.7 

介護予防通所 
リハビリテーション 

計画値 0 0 0 

実績値 255,878 725,022 1,471,716 

実績／計画 - - - 

介護予防 
短期入所生活介護 

計画値 1,302,000 1,411,000 1,519,000 

実績値 384,546 585,545 417,463 

実績／計画 29.5 41.5 27.5 

介護予防 
短期入所療養介護 

（老健） 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

介護予防 
短期入所療養介護 

（病院等） 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

介護予防福祉用具貸与 

計画値 4,241,000 4,595,000 4,876,000 

実績値 4,075,136 3,581,465 4,186,632 

実績／計画 96.1 77.9 85.9 

特定介護予防 
福祉用具購入費 

計画値 318,000 318,000 318,000 

実績値 377,315 484,096 385,080 

実績／計画 118.7 152.2 121.1 

介護予防住宅改修 

計画値 2,822,000 2,822,000 2,822,000 

実績値 1,272,873 1,060,674 1,616,412 

実績／計画 45.1 37.6 57.3 

介護予防 
特定施設入居者 

生活介護 

計画値 1,053,000 1,054,000 1,054,000 

実績値 769,776 1,400,980 5,124,540 

実績／計画 73.1 132.9 486.2 

介護予防支援 

計画値 3,131,000 3,297,000 4,067,000 

実績値 3,647,485 3,416,553 3,739,344 

実績／計画 116.5 103.6 91.9 

※令和２年度は実績見込・計画値が０の場合は「-」で示している（以下同様） 
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【居宅介護サービス（円／年）】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

訪問介護 

計画値 20,271,000 22,384,000 23,848,000 

実績値 23,180,029 28,951,265 31,478,186 

実績／計画 114.4 129.3 132.0 

訪問入浴介護 

計画値 9,899,000 10,416,000 11,575,000 

実績値 12,221,754 13,290,718 35,290,913 

実績／計画 123.5 127.6 304.9 

訪問看護 

計画値 7,560,000 7,912,000 8,437,000 

実績値 7,822,702 8,804,688 16,175,792 

実績／計画 103.5 111.3 191.7 

訪問 
リハビリテーション 

計画値 2,122,000 2,123,000 2,123,000 

実績値 3,222,966 5,748,524 8,297,138 

実績／計画 151.9 270.8 390.8 

居宅療養管理指導 

計画値 1,169,000 1,375,000 1,580,000 

実績値 1,682,068 2,412,077 2,569,092 

実績／計画 143.9 175.4 162.6 

通所介護 

計画値 143,761,000 131,926,000 120,785,000 

実績値 149,113,315 147,267,703 137,029,813 

実績／計画 103.7 111.6 113.4 

通所 
リハビリテーション 

計画値 957,000 958,000 958,000 

実績値 1,566,609 1,583,825 0 

実績／計画 163.7 165.3 0.0 

短期入所生活介護 

計画値 67,491,000 68,694,000 69,390,000 

実績値 66,685,652 60,131,213 69,730,636 

実績／計画 98.8 87.5 100.5 

短期入所療養介護 
（老健） 

計画値 0 0 0 

実績値 525,912 255,974 0 

実績／計画 - - - 

短期入所療養介護 
（病院等） 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

福祉用具貸与 

計画値 29,856,000 32,636,000 31,907,000 

実績値 32,372,424 29,853,690 31,602,036 

実績／計画 108.4 91.5 99.0 

特定福祉用具購入費 

計画値 2,317,000 2,600,000 2,600,000 

実績値 1,190,203 1,644,727 2,219,736 

実績／計画 51.4 63.3 85.4 

住宅改修 

計画値 2,957,000 4,379,000 4,379,000 

実績値 1,463,341 2,343,641 2,227,992 

実績／計画 49.5 53.5 50.9 

特定施設入居者 
生活介護 

計画値 29,548,000 29,562,000 29,562,000 

実績値 42,556,947 33,794,952 28,091,940 

実績／計画 144.0 114.3 95.0 

居宅介護支援 

計画値 39,622,000 41,289,000 37,711,000 

実績値 43,159,771 39,667,773 41,436,324 

実績／計画 108.9 96.1 109.9 
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（２）施設サービス 

【施設サービス（円／年）】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

介護老人福祉施設 

計画値 356,363,000 356,522,000 356,522,000 

実績値 351,677,871 367,143,949 357,758,724 

実績／計画 98.7 103.0 100.3 

介護老人保健施設 

計画値 200,131,000 200,220,000 200,220,000 

実績値 128,864,206 137,270,871 114,505,584 

実績／計画 64.4 68.6 57.2 

介護医療院 

計画値 0 0 0 

実績値 0 9,873,247 14,764,236 

実績／計画 - - - 

介護療養型医療施設 

計画値 18,533,000 18,541,000 23,255,000 

実績値 2,222,451 1,255,756 0 

実績／計画 12.0 6.8 0.0 
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（３）地域密着型サービス 

【地域密着型介護予防サービス（円／年）】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

介護予防 
認知症対応型通所介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

介護予防 
小規模多機能型 

居宅介護 

計画値 2,653,000 2,654,000 5,300,000 

実績値 1,005,819 440,615 0 

実績／計画 37.9 16.6 0.0 

介護予防 
認知症対応型 
共同生活介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

 

【地域密着型介護サービス（円／年）】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

定期巡回・随時対応型 
訪問介護看護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

夜間対応型訪問介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

認知症対応型通所介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

小規模多機能型 
居宅介護 

計画値 102,952,000 110,836,000 130,667,000 

実績値 103,479,466 103,460,464 116,508,012 

実績／計画 100.5 93.3 89.2 

認知症対応型 
共同生活介護 

計画値 49,008,000 49,030,000 49,030,000 

実績値 44,160,940 49,767,251 64,828,704 

実績／計画 90.1 101.5 132.2 

地域密着型 
特定施設入居者 

生活介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

地域密着型 
介護老人福祉施設 
入所者生活介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

看護小規模多機能型 
居宅介護 

計画値 0 0 0 

実績値 0 0 0 

実績／計画 - - - 

地域密着型通所介護 

計画値 20,966,000 25,760,000 30,939,000 

実績値 17,615,453 18,662,766 25,171,752 

実績／計画 84.0 72.4 81.4 



24 

５．将来推計 

 

（１）高齢者数・被保険者数の推計 

本計画期間の最終年度である令和５年度の総人口は5,992人で、総人口の51.0％にあ

たる3,054人が65歳以上の高齢者と推計されます。また、第２号被保険者（40～64歳）

は1,648人と推計されます。 

 

【年齢区分別人口の推計（上段：人、下段：％）】 

 

実績 推計 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22年度 

総人口 
6,925 6,698 6,547 6,356 6,172 5,992 5,630 3,396 

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

０～39歳 
1,585 1,500 1,445 1,388 1,340 1,290 1,168 569 

22.9 22.4 22.1 21.8 21.7 21.5 20.7 16.8 

40～64歳 

第２号被保険者 

2,009 1,941 1,890 1,796 1,713 1,648 1,531 858 

29.0 29.0 28.9 28.3 27.8 27.5 27.2 25.3 

65～74歳 

前期高齢者 

1,218 1,205 1,195 1,244 1,225 1,149 1,058 609 

17.6 18.0 18.3 19.6 19.8 19.2 18.8 17.9 

75歳以上 

後期高齢者 

2,113 2,052 2,017 1,928 1,894 1,905 1,873 1,360 

30.5 30.6 30.8 30.3 30.7 31.8 33.3 40.0 

65歳以上 

第１号被保険者 

3,331 3,257 3,212 3,172 3,119 3,054 2,931 1,969 

48.1 48.6 49.1 49.9 50.5 51.0 52.1 58.0 

※コーホート変化率法による推計（資料：住民基本台帳） 

【年齢区分別人口の推計】 
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（２）要支援・要介護認定者の推計 

本計画期間の最終年度である令和５年度の要支援・要介護認定者数は592人と推計さ

れます。要介護３が最も多く127人、次いで要介護２が108人、要介護１が101人と推計

されます。 

【要支援・要介護認定者数（第２号被保険者含む）の推計（単位：人）】 

 

実績 見込 推計 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

７年度 

令和 

22年度 

認定者計 621 610 624 612 601 592 579 406 

要支援１ 61 45 74 75 72 71 69 49 

要支援２ 45 45 34 34 34 33 34 26 

要介護１ 131 121 117 107 105 101 96 68 

要介護２ 110 133 112 110 108 108 105 73 

要介護３ 106 101 127 131 130 127 126 86 

要介護４ 92 88 93 95 93 93 93 63 

要介護５ 76 77 67 60 59 59 56 41 

資料：見える化システム 

 

【要支援・要介護認定者数（第２号被保険者含む）の推計】 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１．計画の基本理念 

 

第８期高齢者保健福祉計画・第７期介護保険事業計画においては、高齢者が住み慣れた地

域で自らの健康を守り、自分らしい生活が送ることができる住まい・医療・介護・予防・生

活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの充実を図るため、「元気な高齢者が多

いまち」を基本理念として、高齢者福祉施策を推進してきました。 

今後は制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民

や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分野を超えて「丸

ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域

共生社会を実現していくことが重要であり、地域共生社会の実現においては、地域包括ケア

システムの更なる充実が必要不可欠です。 

以上のような考えから、本計画においても前回計画の基本理念を踏襲し、計画を推進して

いきます。 

 

 

元気な高齢者が多いまち 
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２．重点施策 

 

計画の基本理念を実現するために、以下の５点を重点施策として推進していきます。 

 

（１）公平かつニーズに合ったサービスの提供 

現在実施している保健・福祉・介護に関する様々なサービスの内容を、住民や事業

者等の様々な意見を踏まえ、充実していくことで、公平かつニーズに合ったサービス

を提供していきます。 

 

（２）自立支援と介護予防の推進 

介護保険本来の目的である自立支援を一人ひとりが目指すとともに、介護状態にな

ることを予防する介護予防を充実させることで、住み慣れた地域で自分らしい生きが

いのある生活が継続できるようにしていきます。 

 

（３）地域包括ケアシステムの充実 

地域包括支援センターを中心に、保健、医療、福祉の関係者及び関係機関が協働す

ることで、高齢者が重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らし

を人生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援が

一体的に提供される地域包括ケアシステムを充実させます。 

 

（４）地域共生社会の実現に向けた施策の展開 

住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく地域共生社会を実現

するために、介護保険や保健福祉サービスの提供だけではなく、地域包括支援センタ

ー・社会福祉協議会・関係団体等と連携し、家族や地域、そして高齢者自身も互いに

協力し、一体となって地域を支える仕組みを実現するための施策を展開していきます。 

 

（５）医療と介護の連携の充実 

高齢者が疾病を抱えても住み慣れた地域で安心して生活ができるよう、医療・介護

の関係機関が連携・協働することで、包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供でき

るよう体制を整備していきます。 
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第４章 高齢者保健福祉の推進 

 

１．こころとからだの健康づくりの充実 

 

（１）健康づくりの推進 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現していくためには、心身が健康

であることが重要です。そのためには、日々の健康づくりを自身で意識して取り組ん

でいくことが必要です。また、高齢者は疾病にかかりやすく、改善・回復・治療に時

間を要するため、疾病に対する早期発見・早期治療が可能な体制を整備していくこと

も重要です。 

自ら健康づくりに積極的に取り組み、心身の健康を保つことができるような様々な

支援を展開するとともに、疾病の早期発見・早期治療が可能な体制の整備を図ります。 

 

〇施策の方向性 

 健康診査、各種検診の受診促進と受診後の教育・指導の充実を図り、疾病予防や早

期発見・早期治療による重症化予防に努めます。 

 健康相談、健康教育を通じて生活習慣病予防や健康上の不安解消に努め、健康づく

り、保持増進を支援します。 

 健康相談、健康教育の実施についての周知方法について検討します。 

 町Ｂ＆Ｇ海洋センター運動指導スタッフをはじめとする多様な機関との連携協働や

かわねフォンの活用等を通じて、運動による健康づくりの促進に努めます。 

 かわねフォンを活用するとともに、住民ニーズに沿った健康に関するコンテンツの

充実を図ります。 

 地域の健康づくり活動の担い手を育成し、地域における健康づくり組織活動を促進

します。 

 健康づくりに関する知識・技術の提供や早期からの運動、栄養指導を展開していき

ます。 

 研修だけではなく、健康づくりに関する様々な資料等を配布することを通じた情報

提供を行います。 

 健康診査後には結果説明会を行い、健康度評価（ヘルスアセスメント）、個別指導を

実施し、個人のニーズに合った計画的、総合的な保健サービスの提供に努めるとと

もに、電算システムを活用した情報共有環境を整備していきます。 

 健康まつりを開催し、運動普及や健康づくり意識の高揚を図ります。 

 生活習慣病予防に関する情報発信や事業の充実を図ります。 

 ＫＤＢシステム（国保データベースシステム）を活用した高齢者の保健事業と介護

予防の一体的実施を推進します。 

 健診状況の確認があった場合、速やかに情報提供します。 

 インフルエンザワクチンや高齢者肺炎球菌ワクチン接種費用に対し公費助成を図り、

接種希望者が接種しやすい環境を整備し、疾病の重症化を予防します。 
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①老人福祉センター 

地域の高齢者に対し、健康の増進、教育の向上及びレクリエーションのための会場

などを提供するための施設です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

利用者数（人／年） 1,752 1,274 780 1,600 1,600 1,600 

 

 

②創造と生きがいの湯 

高齢者の生きがいと健康づくりの拠点の場として、地域の町民相互の交流促進と心

身の健康増進、介護予防及び生きがい活動を支援するための施設です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

入浴施設利用者数 

（人／年） 
7,461 5,424 3,200 7,000 7,000 7,000 

多目的室利用者数 

（人／年） 
1,414 1,183 620 1,200 1,200 1,200 

 

 

③養護老人ホーム 

生活環境や経済的理由等により、居宅において養護を受けることが困難な高齢者を

養護老人ホームに措置します。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

入所者数（人／年） 5 3 2 3 3 3 
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（２）介護予防施策の推進 

介護予防は高齢者が自分らしい暮らしを実現し、本計画の基本理念である「元気な

高齢者が多いまち」を実現するために必要不可欠であるだけではなく、介護サービス

のニーズが少なくなるため、サービスの質と量を確保することにもつながります。 

地域包括支援センターを中心に、要介護状態とならないような様々なサービスを充

実していきます。 

 

〇施策の方向性 

 介護保険サービスの予防給付、地域支援事業の介護予防施策を展開していきます。 

 事業対象者に対するアセスメント、プラン作成のスキル向上のため、職員の研修や

事例検討を行うとともに、効果の高いサービス内容の検証を行います。 

 理学療法士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）等の専門職のアドバイスが受けられる体制

づくりを進めます。 

 介護予防・日常生活支援総合事業を推進しつつ、要支援者、事業対象者、一般高齢

者のそれぞれの状態に即した介護予防サービスの提供を行います。 

 地域包括支援センターや地域との連携のもと、基本チェックリスト等を活用し、介

護予防施策を早期に実施する必要のある高齢者の把握に努めます。 

 県や事業所と連携し、理学療法士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）、管理栄養士、歯科

衛生士、看護師など、介護予防を推進する専門的人材の確保に努めます。 

 認知症予防や認知症高齢者の孤独、不安の解消を目的に話し相手ボランティアを養

成し、高齢者宅への訪問活動について、町社会福祉協議会と協力し推進していきま

す。 

 生活支援コーディネーターを中心に、地域全体で支える介護予防の体制づくりを進

めていきます。 

 話し相手ボランティアやケアラーズカフェ等の介護予防に取り組む住民主体の地域

の団体を支援していきます。 

 国保連合会等と連携し、フレイル測定を行う等、切れ目のないリハビリテーション

体制を整備していきます。 
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①介護予防把握事業 

基本チェックリストや医療機関や民生委員・児童委員等からの情報、地域包括支援

センターの情報等から把握した要介護状態となるリスクの高い65歳以上の人の情報を

集約することにより、早期発見・早期対応に努め、それぞれに適切な介護予防サービ

スが提供されるよう努めます。 

 

 

②介護予防普及啓発事業 

介護予防について基本的な知識を啓発するため、パンフレットの作成・配布、介護

予防講習会の実施、また地区公民館等で行われる介護予防教室やいきいきサロンなど

に出向いて出前講習会等を実施します。 

 

 

・元気はつらつ教室 

認知症予防の啓発と介護保険制度や総合事業の説明を行う講座です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 518 449 470 500 500 500 

 

 

・元気いっぱい教室 

転倒予防のための運動教室です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 442 472 320 500 500 500 

 

 

・運動機能向上教室 

転倒骨折の予防や加齢に伴う運動機能の低下の予防を図る教室です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 1,411 1,322 770 1,200 1,200 1,200 
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・お口の教室（口腔機能向上教室） 

高齢者の口腔機能の改善、機能低下の予防を目的とした教室です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 41 31 26 40 40 40 

 

 

・健康づくり友の会 

介護予防に関心の高い高齢者が更に介護予防の意識を高めるための会です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 46 29 65 80 80 80 

 

 

・おじさんキッチン 

男性高齢者を対象とした調理講習会です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 166 193 120 160 160 160 

 

 

・地区栄養講習会 

高齢者の低栄養の早期発見や低栄養状態の改善を図る講習会です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 614 492 530 500 500 500 
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・セカンドライフ講座 

65歳到達者を対象に、介護予防の意識を高め、人生設計の一助とするための講座で

す。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 61 36 66 50 50 50 

 

 

③地域介護予防活動支援事業 

話し相手ボランティアやいきいきサロン等の地域における介護予防活動を支援しま

す。 

 

 

・話し相手ボランティア養成講座／話し相手ボランティアフォローアップ研修 

認知症高齢者や障がい者の社会参加の一助として、訪問により話を伺うボランティ

アを育成する講座です。 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

参加者数（人／年） 9 9 9 9 9 9 

 

 

④一般介護予防事業評価事業 

介護保険事業計画において定める目標値に照らした達成状況の検証を通じて事業評

価を行い、その結果に応じて事業の実施方法の改善をしていきます。 

 

 

⑤地域リハビリテーション活動支援事業 

地域における介護予防の取組を機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、

サービス担当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職などの関

与を促進します。 
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⑥訪問型サービス 

・訪問介護相当サービス 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、訪問介護員（ホームヘルパー）

が居宅を訪問して、入浴、排せつなどの身体介護や、食事の世話などの家事援助を行

います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） 949 1,225 1,391 1,400 1,400 1,400 

 

・訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、一定基準の研修受講者やＮＰ

Ｏ等による調理や食材の確保、洗濯、室内の掃除、布団干し、ごみ出し、その他の日

常生活上の生活援助を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） - - - - - - 

 

・訪問型サービスＢ（住民主体による支援） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、ボランティアが主体となった

住民主体の自主活動として生活援助を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） - - - - - - 

 

・訪問型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

体力改善に向けた支援等が必要な人を対象に、保健師等による居宅での相談指導等

を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） 233 215 230 240 240 240 
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・訪問型サービスＤ（移動支援） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、ボランティアが主体となった

住民主体の自主活動として移動支援を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） - - - - - - 

 

 

⑦通所型サービス 

・通所介護相当サービス 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、デイサービスセンターにおい

て、入浴、食事の提供などの日常生活上の世話、機能訓練を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） 1,505 1,422 1,955 2,000 2,000 2,000 

 

・通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、閉じこもりの予防や自立支援

のため、ミニデイサービス、運動、レクリエーション等の活動を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） 1,593 1,499 1,856 2,000 2,000 2,000 

 

・通所型サービスＢ（住民主体による支援） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、ボランティアが主体となって、

体操、運動等の自主的な通いの場における活動を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） - - - - - - 
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・通所型サービスＣ（短期集中予防サービス） 

要支援認定者、基本チェックリスト該当者を対象に、リハビリ専門職による生活機

能を改善するための機能向上や栄養改善等のプログラムを実施します。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延日数（日／年） 735 690 591 700 700 700 

 

 

⑧生きがい対応型デイサービス事業 

高齢者が要介護状態に陥ることなく、健康でいきいきとした生活を送り、自立した

日常生活を送ることができるよう、通所施設サービスを提供します。今後のサービス

提供について検討していきます。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

延利用回数（回／年） 4,104 3,750 3,450 4,500 4,500 4,500 

登録者数（人／年） 78 61 60 80 80 80 
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（３）日常生活の支援の充実 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現するためには、日々の生活を支

える様々な生活支援サービスが必要です。 

外出支援サービスや軽度生活援助事業を通じて、高齢者の住み慣れた地域での生活

を支援します。 

 

〇施策の方向性 

 町内での生活を支援するための生活支援サービスを提供します。 

 サービス提供が可能な事業所を確保するとともに、住民ニーズを把握しながらより

利便性の高いサービスを目指します。 

 他のサービスの実施状況等も踏まえ、サービスの実施方法の検討を行います。 

 シルバー人材センターや社会福祉協議会等と連携したサービス展開を検討していき

ます。 

 

①外出支援サービス 

要介護や障がいにより、車の運転を行わない高齢者等の移動困難者に対し、病院へ

の通院等のための移送サービスを提供し、移動手段と交通の利便性確保を通し、日常

生活の支援を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

延利用者数（人／年） 3,538 3,136 2,700 4,000 4,000 4,000 

実利用者数（人／年） 248 227 200 300 300 300 

 

 

②軽度生活援助事業 

基本的な日常生活習慣が欠けていたり、支援が必要な高齢者等にホームヘルパーを

派遣して、住み慣れた地域での生活を支援します。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

延派遣回数（回／年） 0 0 0 48 48 48 
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③配食サービス事業（「食」の自立支援事業） 

食事の調理が困難、または栄養改善が必要な高齢者世帯等に、栄養バランスのとれ

た食事を提供し食生活の質の確保と改善を図ります。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

延利用回数（回／年） 11,277 10,610 11,800 12,000 12,000 12,000 

登録者数（人／年） 132 123 130 140 140 140 

 

 

④生活管理指導短期宿泊事業 

「基本的な日常生活習慣が欠けている」、「対人関係を保つことが困難」など、社会

適応が困難な高齢者等を養護老人ホームに宿泊させ、日常生活に対する支援及び指導

を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

利用者数（人／年） 1 2 1 3 3 3 

延利用日数（日／年） 7 52 7 42 42 42 

 

 

⑤ちょいサポ 

町内ＮＰＯ法人であるかわね来風と協力して実施している町民ボランティアによる

生活支援サービスです。利用券を購入し、サービス内容に応じた利用券の枚数を使用

することで、サービスを利用することができます。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実施件数（件／年） 173 322 480 500 500 500 
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⑥在宅訪問歯科支援事業 

寝たきり等のため通院して歯科診療を受けることが困難な方に対して、口腔状態の

改善と歯科的健康の向上を図ることを目的として在宅での歯科診療を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実施件数（人／年） 3 6 2 12 12 12 
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（４）認知症施策の推進 

認知症となっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続け

られる環境を整備するとともに、認知症の人の家族も安心して生活できる支援を充実

させることが必要です。 

認知症施策推進大綱に基づき、「共生」と「予防」を両輪とした５つの柱に基づく認

知症施策を推進していきます。 

 

〇施策の方向性 

 認知症ケアパスを定期的に更新するとともに、認知症ケアパスの活用法の説明を行

います。 

 社会福祉協議会や学校等と連携し、認知症サポーター養成講座を実施し、住民の認

知症に対する正しい理解を深めていきます。 

 認知症サポーター等と連携し行方不明者が発生した際の捜索体制を整備します。 

 医療機関、民生委員・児童委員等の関係機関との連携や認知症サポーター等の見守

りにより、認知症高齢者の早期発見に努めます。 

 認知症初期集中支援チームによる認知症相談や支援体制の充実に努めます。 

 認知症対応型共同生活介護について、サービス提供事業者と連携し、利用者のニー

ズに即したサービス提供を目指します。 

 認知症に関する相談窓口を地域包括支援センターに設置し、利用促進を図ります。 

 かわねフォンや広報誌などを通じて認知症に関する情報発信を行います。 

 講演会等の機会を利用して、成年後見制度など権利擁護の制度に関する周知や、制

度の利用促進を図ります。 

 認知症地域支援推進員を地域包括支援センターに配置し、相談充実を図ります。 

 認知症の人やその家族を必要に応じた具体的な支援につなげていく「チームオレン

ジ」の設置を検討します。 

 

①認知症サポーター養成講座 

認知症の正しい理解により、認知症に対する偏見をなくし、地域で認知症となって

も安心して暮らせるように支援するサポーターを養成する講座です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実施回数（回／年） 3 4 3 3 3 3 
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（５）地域包括ケアシステムの推進 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしく生きがいを持って生活するためには、住まい・

医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムを推進して

いくことが重要です。 

地域包括支援センターを中心に、関係機関や関係団体、更には地域と連携し、地域

包括ケアシステムを充実させていきます。 

 

〇施策の方向性 

 多職種連携会議等を通じて、行政、医療機関、保健福祉関係機関、地域組織、ボラ

ンティア等と協力し、地域で高齢者を支える体制を充実させます。 

 理学療法士（ＰＴ）、作業療法士（ＯＴ）等の専門職と連携しながら、高齢者が住み

やすい住宅への支援を行います。 

 地域包括支援センターの人員確保や職員のスキルアップに努め、地域包括支援セン

ターの機能強化を図ります。 

 地域包括支援センターを中心に、民間企業なども含めた関係団体・関係機関と連携

して、高齢者を地域で見守る体制を整備します。 

 地域包括支援センターを中心に、福祉に関わる様々な総合的な相談ができる相談体

制を強化します。 

 入院中の高齢精神障がい者の地域生活への移行に関する取組を推進します。 

 

①介護予防ケアマネジメント事業 

高齢者が要介護状態になることをできる限り予防するために、心身の状況、環境そ

の他の状況に応じて、自立性の向上を見込めるケアプラン（計画）を作成し、サービ

ス利用効果を分析、評価する総合的なマネジメントを行います。 

 

 

②総合相談・支援事業 

地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を送ることができるよ

う、高齢者やその家族からの各種相談に対して、関係機関との連携により、介護保険

サービスにとどまらない多方面からの支援を可能にしていきます。相談件数が増えた

ばかりではなく、相談内容も多様化・複雑化しているため、それに対応できるよう、

職員のスキルアップや関係機関とのネットワークの構築により、相談体制を充実させ

ていきます。 
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③包括的・継続的ケアマネジメント事業 

主治医・ケアマネジャーなどとの多職種連携や、ケアマネジメントの後方支援及び

医療機関、ボランティア、その他の関係施設等、地域の社会資源を活用した包括的・

継続的ケア体制の構築等を行います。地域包括支援センターを中心に、関係機関との

連携体制構築、介護支援専門員同士のネットワーク構築、介護支援専門員の実践力向

上を目指していきます。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

会議開催件数(件／年) 32 31 29 36 36 36 

 

 

④生活支援体制整備事業 

ＮＰＯや社会福祉協議会等と協力しながら生活支援コーディネーターや協議体を設

置し、住民主体の地域における助け合い・支え合いを推進していきます。 
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２．社会参加を通じた生きがいづくりの充実 

 

（１）いきいきクラブ（老人クラブ）活動の促進 

いきいきクラブ（老人クラブ）に参加することは、地域での交流や健康づくり活動

にもつながり、心身の健康において重要です。 

活動に対する支援や参加者増加の取組等を通じて、いきいきクラブ（老人クラブ）

活動を促進していきます。 

 

〇施策の方向性 

 他のボランティア団体の行う事業などとの連携を図るなどして事業の内容を広げ、

新規加入者の増加を促進します。 

 中心的な役割を担う人材の育成や活動の支援を、町社会福祉協議会と協力し取り組

みます。 

 高齢者宅への訪問や見守り活動など、介護予防・日常生活支援総合事業への協力を

得られるよう進めていきます。 
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（２）学習機会の提供 

様々なことを学ぶことは、生きがいにつながります。また、高齢者の持つ経験や知

識を次世代に伝えていくことも、高齢者が地域で自分の役割を持って生活することに

つながります。 

高齢者の学ぶ場を増加・充実させるとともに、高齢者の学習機会や講師として参加

できる機会の充実を図っていきます。 

 

〇施策の方向性 

 町で実施している各種講座についての情報発信を行うとともに、講座内容の充実を

図ります。 

 多様化する学習機会に対応するため、豊かな知識、経験、生活の知恵などを備えた

高齢者の協力を要請します。また、そのような機会を設けることにより、高齢者の

生きがいづくりを促進します。 

 高齢者が持つ技術や技能を伝承するために、小・中学校、高校との連携を図り世代

間交流を促進します。また、その技術や技能を活かせる場の提供に努めます。 

 自然や温泉、お茶等の地域の魅力を活かして、個性ある活気あふれるふるさとづく

りを目指して「まちづくりとしての生涯学習」を推進していきます。 

 

①すこやか大学 

おおむね70歳以上の男女を対象に、健康で生きがいのある生活を送るため、地域社

会の中で高齢者の果たす役割を考える講座を開催します。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

開催数（回／年） 12 12 12 12 12 12 

 

 

②むつみ学級 

おおむね60歳以上の女性を対象に、学級生相互の人間関係を深めることにより、明

るく住みよいまちづくりを考える学級を開催します。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

開催数（回／年） 4 4 4 4 4 4 
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（３）スポーツ・レクリエーションの振興 

スポーツやレクリエーションに取り組み、日頃から体を動かすようにすることは、

高齢者の健康増進・介護予防につながります。 

高齢者が参加しやすいスポーツ環境を整備するとともに、様々な教室やイベントを

充実させることで、スポーツ・レクリエーション活動を促進していきます。 

 

〇施策の方向性 

 高齢者が参加しやすい軽スポーツやニュースポーツの導入に努め、参加者の拡大を

促進します。 

 大会や催物、グループ団体等の情報提供の充実を図ります。 

 介護予防を兼ねたスポーツ、レクリエーションが行える場や催しの充実を図ってい

きます。 

 

 

（４）就業等の支援 

高齢者になっても働くことは、高齢者の生きがいや健康づくりにつながるため、安

全で無理のない就労が続けられるような環境を整備していくことが必要です。 

シルバー人材センターや公共職業安定所、商工団体等と連携し、高齢者の就労機会

や就労環境の整備を図っていきます。 

 

〇施策の方向性 

 シルバー人材センターの事業の拡大を支援するとともに、会員の増加を促進し、機

能強化に努めます。 

 公共職業安定所や商工団体と連携し、高齢者への就労情報の充実を図ります。 

 介護予防・日常生活支援総合事業を通じ、元気な高齢者が活躍できる地域、高齢者

が高齢者を支える仕組みをつくり、推進します。 

 地域の介護サービス事業所と連携し、元気な高齢者が介護人材として活躍できる環

境を整備します。 

 就労的活動支援コーディネーターによる高齢者個人の特性や希望に合った就労支援

を検討します。 
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（５）社会活動への参加の支援 

高齢者が社会とつながる社会活動に参加することは、社会における自らの役割の認

識にもつながります。 

いきいきサロンをはじめとした様々な活動や住民主体のボランティア活動を支援す

ることで、社会活動への参加を促進します。 

 

〇施策の方向性 

 社会福祉協議会と連携し、各地区のサロン活動の支援を行います。 

 高齢者がボランティア活動を気軽に行えるよう支援していきます。 

 高齢者が培ってきた知識や技能、伝統文化などを次世代に伝える機会を提供し、世

代間交流を図ります。 
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３．福祉に関する基盤整備 

 

（１）情報提供体制の充実 

必要なサービスを受けたり、様々な活動に参加するには、必要とする情報を得るこ

とができる環境が重要です。また、福祉に関する意識を高めることは、地域包括ケア

システムの充実、そして地域共生社会の実現にもつながります。 

広報誌やホームページ、リーフレット、かわねフォン等の多様な媒体を活用した情

報提供環境を整備するとともに、福祉に関する意識の啓発を行います。 

 

〇施策の方向性 

 広報誌やホームページ、リーフレット、かわねフォン等の多様な媒体を活用し、高

齢者保健福祉に関する情報提供を行います。 

 介護保険サービス事業者ガイドブックの作成等を通じて、保健サービスや介護保険

サービスに関する情報提供を行います。 

 高齢者サービス担当者会議等を活用し、情報提供を行います。 

 地域包括支援センター、居宅介護支援事業者、民生委員・児童委員などの内外関係

機関と連携し、見守りや支援が必要な高齢者等に情報提供できる体制を整備します。 

 民生委員・児童委員、保健師等、人を通じた情報提供や広報・啓発を推進します。 

 地域包括支援センターや社会福祉協議会等の様々な関係団体と連携した情報提供を

行います。 
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（２）高齢者への虐待防止と権利擁護 

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現していくためには、高齢者の権

利が守られ、虐待等がない安心した生活環境を整備していくことが必要です。 

高齢者虐待の防止やその対応を充実させるとともに、成年後見制度等をはじめとす

る高齢者の権利を守る取組を推進します。 

 

〇施策の方向性 

 高齢者虐待の対応、相談窓口である高齢者福祉課長寿介護室、地域包括支援センタ

ーについて、広報誌やホームページ、パンフレットの配布などを通じて町民への周

知を図っていきます。 

 高齢者虐待への対処方法や高齢者の権利擁護についての研修会を開催し、高齢者虐

待についての知識を得る場を設けます。 

 高齢者虐待の防止やその早期発見のための啓発活動を進めていきます。 

 虐待を受けた高齢者の保護や高齢者の養護者への対応は町が中心となって行い、地

域包括支援センターをはじめ関係するケアマネジャー、民生委員・児童委員、医療

機関、警察など、地域の様々な関係機関と連携し、迅速かつ適切に対応できる基盤

を整備していきます。 

 成年後見制度について周知啓発を進めるとともに、関係機関と連携し、利用支援を

進めていきます。 

 

①権利擁護事業 

高齢者虐待への対応、悪質な訪問販売等による消費者被害の防止、成年後見制度の

活用など、関係機関との連携により、高齢者の権利を擁護します。 

 

 

②成年後見制度利用支援事業 

低所得者の高齢者に係る成年後見制度の町長申立てに要する経費や、成年後見人等

の報酬の助成等の事業を行います。 
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（３）在宅医療と介護の連携の充実 

疾病を抱えてもできる限り自宅等の住み慣れた場所で療養し、生活していくために

は、退院支援、日常の療養支援、急変時の対応及び看取りなどの様々な局面で、在宅

医療と介護が連携して支えていく必要があります。 

介護事業所や病院、地域包括支援センター等様々な関係機関と連携し、多職種連携

により在宅医療・介護を提供できる体制を整備していきます。 

 

〇施策の方向性 

 地域の介護・医療の資源を把握します。 

 マップ等の作成を通じて、地域の介護・医療の情報を住民に伝えます。 

 地域包括支援センター運営協議会等を通じて、在宅医療・介護連携の課題を把握し、

対応策を検討していきます。 

 多職種連携研修会において在宅医療・介護連携の課題を検討し、地域課題の解決に

つなげていきます。 

 ＩＣＴを活用し、医療・介護関係者が情報共有できる環境を支援します。 

 在宅医療・介護の連携に関する相談を、地域包括支援センターを中心に行います。 

 講座の開催などにより、地域住民の在宅医療や在宅介護についての理解を促進しま

す。 

 医師会と連携し、勉強会や医師懇話会を実施することで、かかりつけ医の重要性の

啓発に努めます。 

 庁内の医療機関や福祉サービス提供事業所等と連携し、意思決定能力が低下する場

合に備えた将来の医療やケアに関して情報を共有し、プランニングしていくアドバ

ンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）等をはじめとする町内における看取りの体制

を整備していきます。 
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（４）介護に取り組む家族等への支援の充実 

少子高齢化の進行により高齢者が高齢者を介護する老々介護の増加や家族介護のた

めに、仕事を辞める介護離職等が大きな問題になっており、介護を行う家族介護者へ

の支援が重要です。また、家族介護者だけではなく、介護現場の革新にも取り組む必

要があります。 

家族介護者の状況に応じた支援施策を展開することで、介護に取り組む家族等への

支援を充実させます。また、介護現場革新に向けた取組も推進します。 

 

〇施策の方向性 

 高齢者と同居している家族などを対象に、介護予防についての知識の普及や意識の

高揚、介護者の支援を図るための「介護者のつどい」や「家族介護教室」を実施し

ていきます。 

 民生委員・児童委員、ふれあいサロンの協力者、ボランティア等と連携し、ケアラ

ーズカフェ等の家族の介護や看病をする人だけでなく、誰もが気軽に立ち寄ること

ができ、会話や食事などを通じて楽しい時間を過ごすことができる居場所づくりを

進めます。 

 必要な人が必要なサービスを受けられるよう、広報誌やホームページ、かわねフォ

ンなど様々な媒体を用いて福祉サービスに関する情報提供を充実させます。 

 県と連携し、介護ロボットやＩＣＴの活用等を通じて、介護現場の革新を図ります。 

 介護職員・介護従業者等の負担軽減のため、文書負担の軽減に向けた取組を推進し

ます。 

 

①介護者のつどい 

介護者同士の交流を図るとともに、家族の精神的負担の軽減を図る集いです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（回／年） 58 55 38 50 50 50 
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②ケアラーズカフェ 

家族の介護や看病をする方々を対象に、誰もが参加できる居場所としてスタートし

た事業です。家族の介護や看病をする人だけでなく、誰もが気軽に立ち寄ることがで

き、会話や食事などを通じて楽しい時間を過ごすことができる居場所づくりを目指し

ており、話し相手ボランティアにより運営されています。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（人／年） 36 48 48 50 50 50 

 

 

③家族介護用品の支給事業 

高齢者等を介護している家族等の経済的負担の軽減を図るとともに、要介護高齢者

等の在宅生活の継続または向上を図るために介護用品の支給を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

支給件数（件／年） 11 9 7 10 10 10 

 

 

④ゆうゆう介護教室 

介護が今後必要になってくる方に介護の予備知識を習得してもらうための教室です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

年間延人数（回／年） 25 15 42 30 30 30 

 

 

⑤福祉介護手当支給事業 

介護者の心身的な負担を軽減することを目的とし、要介護3以上の者を在宅で介護す

る者に対し手当を支給する事業です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

支給実人数（人／年） 84 76 80 80 80 80 
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（５）ボランティア活動等への支援 

福祉に対するニーズが多様化・複雑化する中で、福祉の担い手としてのボランティ

アの重要性は高まっています。また、ボランティア活動は生きがいづくりの一端を担

っているともいえます。 

ボランティア体験や交流会、講習会の実施等を通じて、ボランティア団体を支援し、

町内のボランティア活動の活性化を図ります。 

 

〇施策の方向性 

 町社会福祉協議会と連携し、ボランティア同士の交流会等の実施を通じて情報交換

を行い、ボランティア活動の内容充実を図ります。 

 町社会福祉協議会と連携し、情報提供や情報発信、研修等を通じた支援を行います。 

 研修会等の実施を通じて、ボランティア人材の育成を図ります。 

 総合事業等の担い手を確保するために、有償ボランティア制度やボランティアポイ

ント制度について検討します。 

 

 

（６）福祉人材の確保及び資質の向上 

少子高齢化の進行により、福祉の担い手の不足や資質の向上は大きな問題となって

おり、福祉人材の確保は急務の課題であるといえます。 

関係機関との連携や様々な機会を活用し、福祉人材の確保及び資質の向上を図って

いきます。 

 

〇施策の方向性 

 高齢者サービス担当者会議等を活用し、サービスに携わる専門職の人材の育成、確

保に努めます。 

 町社会福祉協議会と連携し、各地区のサロン活動の支援や地域におけるボランティ

アの養成に努めます。 

 定期的にサービス提供者やボランティアに対する研修会を開催し、サービスの質の

向上に努めます。 

 小学校や中学校と連携し、福祉教育を行うことで、福祉に対する関心を高めます。 

 地域の介護サービス事業所と連携し、元気な高齢者が介護人材として活躍できる環

境を整備します。 

 ＩＣＴの活用等を通じて福祉人材の確保及び資質の向上を図っていきます。 

 関係機関や庁内各課と連携して福祉人材の確保に関する方策を検討します。 
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４．安心して暮らすことができる環境の整備 

 

（１）ユニバーサルデザインのまちづくり 

住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現するためには、誰もが利用しやすい環境

を整備していくことが必要です。 

公共施設のユニバーサルデザイン化や民間企業への指導等を通じて、ユニバーサル

デザインのまちづくりを推進します。 

 

〇施策の方向性 

 誰もが利用しやすいユニバーサルデザインの考え方を、公共施設の整備に取り入れ

ていきます。 

 国の「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」、

静岡県の「福祉のまちづくり条例」に基づき、公共性の高い建築物整備に係る民間

業者への指導・啓発に努めます。 

 鉄道やバスなどの公共交通機関に対して、バリアフリー化や低床バスの導入等を要

請します。 

 

 

（２）交通安全・防災防犯対策等の充実 

安心・安全な環境をつくるには、災害等の非常時にも適切な支援が受けられる体制

の整備だけでなく、交通安全対策や防犯対策を進めていく必要があります。 

高齢者の交通安全対策や防犯対策を推進するとともに、緊急事態にも対応できる環

境を整備していきます。 

 

〇施策の方向性 

 高齢者の交通安全意識を高めるよう、交通教室等の充実を図ります。 

 歩道や信号機、カーブミラーや防犯灯などの整備を計画的に進めます。 

 高齢者等の移動困難者への思いやりを持った車の運転の心がけ等を啓発し、交通事

故の防止を推進します。 

 広報誌やいきいきクラブ、自治会組織を通じて防犯意識の高揚に努めます。 

 消費者教育の場を増やすとともに、消費者被害に関する情報提供や啓発に努めます。 

 自宅での家具の転倒防止などの地震対策など、身近な防災体制の意識啓発を進めま

す。 

 自然災害や火災などの人災に備え、災害時要援護者避難支援計画に基づき、高齢者

や障がいのある人の緊急時の対応体制の整備を図ります。 

 介護事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、感染症の感染拡大防止策、

物資の備蓄の必要性等について啓発します。 

 急病や事故などで緊急に助けが必要な場合に迅速な救護対応ができる支援サービス

を推進します。 
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①悪徳商法防止講座 

悪徳商法に関する正しい知識を得るための講座です。 

 

 

②緊急通報体制等整備事業（緊急通報システム） 

一人暮らしの高齢者等に対し、緊急通報システムを貸与することにより、日常生活

の安全と緊急事態への対応を図っていきます。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

実利用者数（人／年） 127 117 110 120 120 120 

 

 

③救急医療情報キット整備事業 

一人暮らしの高齢者等に対し、救急搬送時等に必要な情報を記載し保管するキット

を配付し、自宅に整備してもらうことにより、救急搬送時等に救急隊が必要な情報の

確認を行える体制を整えます。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

延配付数（件／年） 750 767 775 800 800 800 
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５．介護保険サービスの充実 

 

（１）居宅サービス 

居宅サービスは、要支援・要介護認定を受けた高齢者が自宅で利用することができ

るサービスです。 

住民のニーズを把握するとともに、サービス提供事業者と連携することで、サービ

スの充実を図ります。 

 

〇施策の方向性 

 サービス提供事業者と連携しながら、住民ニーズに応じたサービスを提供していき

ます。 

 

①訪問介護 

訪問介護員（ホームヘルパー）が居宅を訪問して、入浴、排せつなどの身体介護や、

食事の世話などの家事援助を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 574 540 468 468 456 432 

 

 

②訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

居宅を訪問し、浴槽を提供して入浴の介護を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（回／年） 1,005 1,095 2,990 1,795 1,710 1,643 

介護予防給付（回／年） 0 21 0 0 0 0 
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③訪問看護・介護予防訪問看護 

看護師などが居宅を訪問して療養上の世話または必要な診療の補助を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（回／年） 1,117 1,313 2,561 2,065 1,969 1,943 

介護予防給付（回／年） 715 614 690 953 953 953 

 

 

④訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

理学療法士（ＰＴ）や作業療法士（ＯＴ）などが居宅を訪問して、理学療法、作業

療法、その他必要なリハビリテーションを行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（回／年） 1,246 2,196 3,107 3,612 3,206 3,046 

介護予防給付（回／年） 232 309 580 554 570 580 

 

 

⑤居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

医師、歯科医師、薬剤師などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 252 274 276 456 444 432 

介護予防給付（人／年） 33 30 72 48 48 48 
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⑥通所介護 

デイサービスセンターにおいて、入浴、食事の提供などの日常生活上の世話、機能

訓練を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 1,689 1,679 1,572 1,668 1,632 1,596 

 

 

⑦通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

介護老人保健施設、病院などに通い、当該施設において、理学療法、作業療法、そ

の他必要なリハビリテーションを行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 27 20 0 36 36 36 

介護予防給付（人／年） 12 18 36 36 36 36 

 

 

⑧短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

介護老人福祉施設などに短期間入所し、当該施設において入浴、排せつ、食事など

の介護、その他の日常生活上の世話、機能訓練を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（日／年） 8,216 7,484 8,582 8,058 7,948 7,410 

介護予防給付（日／年） 66 96 76 112 112 112 
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⑨短期入所療養介護（老健）・介護予防短期入所療養介護（老健） 

介護老人保健施設に短期間入所し、当該施設において、看護、医学的管理下におけ

る介護、機能訓練、その他必要な医療及び日常生活上の世話を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（日／年） 51 29 0 0 0 0 

介護予防給付（日／年） 0 0 0 0 0 0 

 

 

⑩短期入所療養介護（病院等）・介護予防短期入所療養介護（病院等） 

介護療養型医療施設に短期間入所し、当該施設において、看護、医学的管理下にお

ける介護、機能訓練、その他必要な医療及び日常生活上の世話を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（日／年） 0 0 0 0 0 0 

介護予防給付（日／年） 0 0 0 0 0 0 

 

 

⑪短期入所療養介護（介護医療院）・介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 

介護医療院に短期間入所し、当該施設において、看護、医学的管理下における介護、

機能訓練、その他必要な医療及び日常生活上の世話を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（日／年） 0 0 0 0 0 0 

介護予防給付（日／年） 0 0 0 0 0 0 
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⑫福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

福祉用具（車いす、特殊寝台など）の貸与を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 2,284 2,114 2,208 2,340 2,316 2,316 

介護予防給付（人／年） 722 664 696 732 708 684 

 

 

⑬特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

入浴または排せつの用に供する福祉用具など（特殊尿器など）の購入費を支給しま

す。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 43 65 84 60 60 60 

介護予防給付（人／年） 16 24 24 24 24 24 

 

 

⑭住宅改修・介護予防住宅改修 

住宅改修（手すりの取り付け、段差解消など）についての費用の支給を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 16 21 24 36 36 36 

介護予防給付（人／年） 18 9 24 48 48 48 
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⑮特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

有料老人ホーム、介護利用型軽費老人ホーム（ケアハウス）などに入所している要

介護者などについて、計画に基づき、入浴、排せつ、食事などの介護、その他の日常

生活の世話、機能訓練及び療養上の世話を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 19 15 12 15 15 15 

介護予防給付（人／月） 1 1 7 4 4 4 

 

 

⑯居宅介護支援・介護予防支援 

居宅で介護を受ける者の心身の状況、希望などを踏まえ、保健医療サービス、福祉

サービスの利用などに関し、居宅サービス計画（ケアプラン）を作成して、これらが

確実に提供されるよう介護サービス提供機関などとの連絡調整などを行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 2,848 2,806 2,904 3,012 2,976 2,940 

介護予防給付（人／年） 745 753 816 864 840 816 
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（２）施設サービス 

施設サービスは、介護保険施設に入居して受けるサービスです。 

住民のニーズを把握するとともに、サービス提供事業者と連携することで、サービ

スの充実を図ります。 

 

〇施策の方向性 

 サービス提供事業者と連携しながら、住民ニーズに応じたサービスを提供していき

ます。 

 

①介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

入所者に、施設サービス計画に基づいて、介護などの日常生活上の世話、機能訓練、

健康管理及び療養上の世話を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 120 123 117 123 123 123 

 

 

②介護老人保健施設（老人保健施設） 

入所者に、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理下における介護及び機

能訓練、その他の必要な医療並びに日常生活上の世話を行います。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 42 43 34 38 38 38 
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③介護医療院 

日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れや、看取り・ターミナル等の機能と、

生活施設としての機能を一体的に提供します。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 0 2 3 4 4 4 

 

 

④介護療養型医療施設 

病状は安定しているものの、長期間に渡り療養が必要な入所者に対して、療養上の

管理、看護、医学的管理下における介護、機能訓練などを提供します。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 1 0 0 0 0 0 
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（３）地域密着型サービス 

地域密着型サービスは、住み慣れた地域での生活を支えるため、居住している市町

が指定・監督を行うサービスです。住民のニーズを把握するとともに、サービス提供

事業者と連携することで、サービスの充実を図ります。 

 

〇施策の方向性 

 サービス提供事業者と連携しながら、住民ニーズに応じたサービスを提供していき

ます。 

 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

定期的な巡回訪問や随時通報により要介護者宅へ訪問し、入浴、排せつ、食事等の

介護や日常生活上の世話を行います。また、医師の指示により、看護師等が要介護者

宅で療養上の世話または診療の補助を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 0 0 0 0 0 0 

 

 

②夜間対応型訪問介護 

夜間の定期的な巡回訪問、または通報を受けて、要介護者の居宅で要介護者にケア

を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 0 0 0 0 0 0 
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③地域密着型通所介護 

利用定員18人以下のデイサービスセンターにおいて、入浴、食事の提供などの日常

生活上の世話、機能訓練を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 210 225 372 384 360 336 

 

 

④認知症対応型通所介護・介護予防認知症対応型通所介護 

居宅要介護者であって、脳血管疾患、アルツハイマー病、その他の要因に基づく脳

の器質的な変化により、日常生活に支障が生じる程度にまで記憶機能及びその他の認

知機能が低下した状態である者について、デイサービスセンターなどにおいて、入浴、

排せつ、食事などの介護、その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 0 0 0 0 0 0 

介護予防給付（人／年） 0 0 0 0 0 0 

 

 

⑤小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

｢通い」を中心として利用者の様態や希望に応じ、随時｢訪問」や「泊まり」を組み

合わせたサービスを提供することで、在宅での生活継続を支援するサービスです。利

用者は、１箇所の小規模多機能型居宅介護事業者に限って登録を行うことが可能です。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 647 635 660 672 648 624 

介護予防給付（人／年） 17 7 0 0 0 0 
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⑥認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

要介護者であって認知症である者（その者の認知症の原因となる疾患が急性の状態

にあるものを除く）について、その共同生活を営むべき住居において、入浴、排せつ、

食事などの介護、その他の日常生活上の世話及び機能訓練を行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 17 18 22 18 23 27 

介護予防給付（人／月） 0 0 0 0 0 0 

 

 

⑦地域密着型特定施設入居者生活介護 

定員が29名以下で入所者が要介護者、その配偶者などに限定されている有料老人ホ

ームに入所している要介護者に対してケアを行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 0 0 0 0 0 0 

 

 

⑧地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員が29名以下の特別養護老人ホームに入所している要介護者に対してケアを行う

ものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／月） 0 0 0 0 0 0 
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⑨看護小規模多機能型居宅介護 

要介護者に対して、訪問看護と小規模多機能型居宅介護を組み合わせて一体的に提

供することにより、効果的かつ効率的となるサービスを行うものです。 

 

 

実績値（令和２年度は見込） 計画値 

平成 

30年度 

令和 

元年度 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

介護給付（人／年） 0 0 0 0 0 0 
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第５章 介護保険事業費の算出 

１．第８期介護保険事業計画の見込み 
 

（１）居宅サービス 

【介護予防居宅サービス】 

 
実績 見込 推計 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

介護予防訪問入浴介護 年間延回数 0 21 0 0 0 0 

介護予防訪問看護 年間延回数 715 614 690 953 953 953 

介護予防訪問リハビリテーション 年間延回数 232 309 580 554 570 580 

介護予防居宅療養管理指導 年間延人数 33 30 72 48 48 48 

介護予防通所リハビリテーション 年間延人数 12 18 36 36 36 36 

介護予防短期入所生活介護 年間延日数 66 96 76 112 112 112 

介護予防短期入所生活介護（老健） 年間延日数 0 0 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 年間延日数 0 0 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護(介護医療院) 年間延日数 0 0 0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 年間延人数 722 664 696 732 708 684 

特定介護予防福祉用具購入費 年間延人数 16 24 24 24 24 24 

介護予防住宅改修 年間延人数 18 9 24 48 48 48 

介護予防特定施設入居者生活介護 月平均人数 1 1 7 4 4 4 

介護予防支援 年間延人数 745 753 816 864 840 816 

【居宅介護サービス】 

 
実績 見込 推計 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

訪問介護 年間延人数 574 540 468 468 456 432 

訪問入浴介護 年間延回数 1,005 1,095 2,990 1,795 1,710 1,643 

訪問看護 年間延回数 1,117 1,313 2,561 2,065 1,969 1,943 

訪問リハビリテーション 年間延回数 1,246 2,196 3,107 3,612 3,206 3,046 

居宅療養管理指導 年間延人数 252 274 276 456 444 432 

通所介護 年間延人数 1,689 1,679 1,572 1,668 1,632 1,596 

通所リハビリテーション 年間延人数 27 20 0 36 36 36 

短期入所生活介護 年間延日数 8,216 7,484 8,582 8,058 7,948 7,410 

短期入所療養介護（老健） 年間延日数 51 29 0 0 0 0 

短期入所療養介護（病院等） 年間延日数 0 0 0 0 0 0 

短期入所療養介護(介護医療院)  年間延日数 0 0 0 0 0 0 

福祉用具貸与 年間延人数 2,284 2,114 2,208 2,340 2,316 2,316 

特定福祉用具購入費 年間延人数 43 65 84 60 60 60 

住宅改修費 年間延人数 16 21 24 36 36 36 

特定施設入居者生活介護 月平均人数 19 15 12 15 15 15 

居宅介護支援 年間延人数 2,848 2,806 2,904 3,012 2,976 2,940 
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（２）施設サービス 

 

【施設サービス】 

 
実績 見込 推計 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

介護老人福祉施設 月平均人数 120 123 117 123 123 123 

介護老人保健施設 月平均人数 42 43 34 38 38 38 

介護医療院 月平均人数 0 2 3 4 4 4 

介護療養型医療施設 月平均人数 1 0 0 0 0 0 

 

【要介護４・要介護５の割合】 

 
実績 見込 推計 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

施設利用者数（人） 163 168 154 165 165 165 

 
うち要介護４・５（人） 108 107 91 99 99 99 

うち要介護４・５の割合（％） 66.3 63.7 59.1 60.0 60.0 60.0 
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（３）地域密着型サービス 

 

【地域密着型介護予防サービス】 

 
実績 見込 推計 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

介護予防認知症対応型通所介護  年間延人数 0 0 0 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 年間延人数 17 7 0 0 0 0 

介護予防認知症対応型共同生活介護 月平均人数 0 0 0 0 0 0 

 

【地域密着型介護サービス】 

 
実績 見込 推計 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 年間延人数 0 0 0 0 0 0 

夜間対応型訪問介護 年間延人数 0 0 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 年間延人数 210 225 372 384 360 336 

認知症対応型通所介護 年間延人数 0 0 0 0 0 0 

小規模多機能型居宅介護 年間延人数 647 635 660 672 648 624 

認知症対応型共同生活介護 月平均人数 17 18 22 18 23 27 

地域密着型特定施設入居者生活介護 月平均人数 0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 月平均人数 0 0 0 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 年間延人数 0 0 0 0 0 0 

 

【必要利用定員総数（単位：人）】 

 
実績 見込 推計 

30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

認知症対応型共同生活介護 18 18 18 18 23 27 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 0 0 
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２．介護保険事業費の算定 

 

（１）介護保険事業費 

介護保険事業を運営するために必要となる費用は、「介護給付費」、「予防給付費」、

「地域支援事業費」、「財政安定化基金拠出金」、「財政安定化基金償還金」等に必要な

費用から構成されています。介護保険事業を運営するための財源は、国、県、市町村

の負担金、国の交付金、第１号被保険者（65歳以上）、第２号被保険者（40～64歳）の

保険料になります。 

第８期計画では、第１号被保険者負担割合が23％、第２号被保険者負担割合は27％

となっています。 

 

（２）標準給付費の算定 

介護保険施設入所者（短期入所を含む）などの食費・居住費の自己負担軽減のため

に設けられた「特定入所者介護サービス費等給付額」、１ヵ月の利用料が一定の額を超

えた場合に支給される「高額介護サービス費等給付額」、医療保険と介護保険の自己負

担分が一定の額を超えた場合に支給される「高額医療合算介護サービス費等給付額」、

静岡県国保連合会が行う給付請求事務に対して支払う手数料である「算定対象審査支

払手数料」を総給付費に加えることで「標準給付費」が算定されます。３年間で約36

億9,813万円となります。 

 

【標準給付費（単位：円）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

介護給付費 1,142,224,000 1,144,655,000 1,138,198,000 3,425,077,000 

予防給付費 22,734,000 22,537,000 22,305,000 67,576,000 

総給付費 1,164,958,000 1,167,192,000 1,160,503,000 3,492,653,000 

 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

総給付費 1,164,958,000 1,167,192,000 1,160,503,000 3,492,653,000 

特定入所者介護サービス費等給付額 47,923,767 43,604,160 42,953,000 134,480,927 

高額介護サービス費等給付額 20,489,641 19,998,976 19,669,504 60,158,121 

高額医療合算介護サービス費等給付額 3,006,180 2,956,655 2,907,946 8,870,781 

算定対象審査支払手数料 647,680 665,758 654,028 1,967,466 

標準給付費見込額 1,237,025,268 1,234,417,549 1,226,687,478 3,698,130,295 

※算出上の端数を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合がある 
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【介護予防サービス内訳（単位：円／年）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

（１）介護予防サービス 

 

介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0 

介護予防訪問看護 3,203,000 3,205,000 3,205,000 9,613,000 

介護予防訪問リハビリテーション 1,528,000 1,572,000 1,598,000 4,698,000 

介護予防居宅療養管理指導 654,000 654,000 654,000 1,962,000 

介護予防通所リハビリテーション 1,481,000 1,482,000 1,482,000 4,445,000 

介護予防短期入所生活介護 632,000 632,000 632,000 1,896,000 

介護予防短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 

介護予防短期入所療養介護（介護医療院）  0 0 0 0 

介護予防福祉用具貸与 4,384,000 4,247,000 4,100,000 12,731,000 

特定介護予防福祉用具購入費 385,000 385,000 385,000 1,155,000 

介護予防住宅改修 3,233,000 3,233,000 3,233,000 9,699,000 

介護予防特定施設入居者生活介護 3,252,000 3,253,000 3,253,000 9,758,000 

（２）地域密着型介護予防サービス 

 

介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

介護予防認知症対応型共同生活介護 0 0 0 0 

（３）介護予防支援 3,982,000 3,874,000 3,763,000 11,619,000 
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【介護サービス内訳（単位：円／年）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

（１）居宅サービス 

 

訪問介護 33,083,000 32,456,000 29,625,000 95,164,000 

訪問入浴介護 21,958,000 20,922,000 20,094,000 62,974,000 

訪問看護 13,199,000 12,541,000 12,362,000 38,102,000 

訪問リハビリテーション 9,711,000 8,630,000 8,202,000 26,543,000 

居宅療養管理指導 4,275,000 4,159,000 4,040,000 12,474,000 

通所介護 152,519,000 150,416,000 147,497,000 450,432,000 

通所リハビリテーション 2,215,000 2,216,000 2,216,000 6,647,000 

短期入所生活介護 64,765,000 63,842,000 59,540,000 188,147,000 

短期入所療養介護（老健） 0 0 0 0 

短期入所療養介護（病院等） 0 0 0 0 

短期入所療養介護（介護医療院） 0 0 0 0 

福祉用具貸与 32,369,000 32,189,000 32,189,000 96,747,000 

特定福祉用具購入費 1,500,000 1,500,000 1,500,000 4,500,000 

住宅改修費 2,595,000 2,595,000 2,595,000 7,785,000 

特定施設入居者生活介護 35,059,000 35,078,000 35,078,000 105,215,000 

（２）地域密着型サービス 

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 0 0 0 

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 

地域密着型通所介護 26,163,000 24,796,000 21,995,000 72,954,000 

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 

小規模多機能型居宅介護 117,697,000 113,484,000 109,133,000 340,314,000 

認知症対応型共同生活介護 53,406,000 68,312,000 81,120,000 202,838,000 

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0 0 0 0 

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 

（３）施設サービス 

 

介護老人福祉施設 378,386,000 378,596,000 378,596,000 1,135,578,000 

介護老人保健施設 130,377,000 130,449,000 130,449,000 391,275,000 

介護医療院 19,816,000 19,827,000 19,827,000 59,470,000 

介護療養型医療施設 0 0 0 0 

（４）居宅介護支援 43,131,000 42,647,000 42,140,000 127,918,000 
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（３）地域支援事業費の算定 

地域支援事業費は、先に求めた標準給付費に対する上限の割合が決められています。

本町では、この上限を踏まえ、３年間で約１億4,593万円を見込みます。 

【介護予防・日常生活支援総合事業（単位：円）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

訪問介護相当サービス 

4,603,605 4,603,605 4,603,605 13,810,815 

20人 20人 20人 60人 

訪問型サービスＡ 

0 0 0 0 

0人 0人 0人 0人 

訪問型サービスＢ 0 0 0 0 

訪問型サービスＣ 598,779 598,779 598,779 1,796,337 

訪問型サービスＤ 0 0 0 0 

訪問型サービス（その他） 0 0 0 0 

通所介護相当サービス 

9,565,895 9,565,895 9,565,895 28,697,685 

25人 25人 25人 75人 

通所型サービスＡ 

4,669,635 4,669,635 4,669,635 14,008,905 

23人 23人 23人 69人 

通所型サービスＢ 0 0 0 0 

通所型サービスＣ 3,292,228 3,292,228 3,292,228 9,876,684 

通所型サービス（その他） 0 0 0 0 

栄養改善や見守りを目的とした配食 0 0 0 0 

定期的な安否確認、緊急時の対応、 

住民ボランティア等の見守り 
0 0 0 0 

その他、訪問型サービス・ 

通所型サービスの一体的提供等 
0 0 0 0 

介護予防ケアマネジメント 3,101,830 3,101,830 3,101,830 9,305,490 

介護予防把握事業 861,000 861,000 861,000 2,583,000 

介護予防普及啓発事業 2,226,000 2,226,000 2,226,000 6,678,000 

地域介護予防活動支援事業 2,008,000 2,008,000 2,008,000 6,024,000 

一般介護予防事業評価事業 0 0 0 0 

地域リハビリテーション活動支援事業 50,000 50,000 50,000 150,000 

上記以外の介護予防・日常生活総合事業 76,000 76,000 76,000 228,000 



74 

 

【包括的支援事業（地域包括支援センターの運営）及び任意事業（単位：円）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

包括的支援事業 

（地域包括支援センターの運営） 
12,979,000 12,979,000 12,979,000 38,937,000 

任意事業 1,002,000 1,002,000 1,002,000 3,006,000 

 

【包括的支援事業（社会保障充実分）（単位：円）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

在宅医療・介護連携推進事業 239,000 239,000 239,000 717,000 

生活支援体制整備事業 2,500,000 2,500,000 2,500,000 7,500,000 

認知症初期集中支援推進事業 124,384 124,384 124,384 373,152 

認知症地域支援・ケア向上事業 537,000 537,000 537,000 1,611,000 

認知症サポーター活動促進・ 

地域づくり推進事業 
11,000 11,000 11,000 33,000 

地域ケア会議推進事業 199,000 199,000 199,000 597,000 

 

【地域支援事業費（単位：円）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

地域支援事業費 48,644,356 48,644,356 48,644,356 145,933,068 

 

介護予防・日常生活支援総合事業費 31,052,972 31,052,972 31,052,972 93,158,916 

包括的支援事業（地域包括支援 

センターの運営）及び任意事業費 
13,981,000 13,981,000 13,981,000 41,943,000 

包括的支援事業（社会保障充実分） 3,610,384 3,610,384 3,610,384 10,831,152 
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（４）保険料収納必要額の算定 

標準給付費と地域支援事業費の合計に、第１号被保険者の負担割合を乗じた額が、

第１号被保険者負担分相当額です。 

【第１号被保険者負担分相当額（単位：円）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

標準給付費見込額 1,237,025,268 1,234,417,549 1,226,687,478 3,698,130,295 

地域支援事業費 48,644,356 48,644,356 48,644,356 145,933,068 

第１号被保険者負担割合 23.0％ 23.0％ 23.0％  

第１号被保険者負担分相当額 295,704,014 295,104,238 293,326,322 884,134,573 

保険料収納必要額は、第１号被保険者負担分相当額に、調整交付金相当額を加え、

調整交付金見込額、準備基金取崩額を差し引いた額になります。 

【保険料収納必要額（単位：円）】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 合計 

第１号被保険者負担分相当額 295,704,014 295,104,238 293,326,322 884,134,573 

調整交付金相当額 63,403,912 63,273,526 62,887,023 189,564,461 

▲調整交付金見込額 140,883,000 135,405,000 132,817,000 409,105,000 

財政安定化基金拠出金見込額    0 

財政安定化基金償還金    0 

▲準備基金取崩額    43,100,000 

審査支払手数料差引額    0 

市町村特別給付費等    0 

市町村相互財政安定化事業負担額    0 

▲保険者機能強化推進交付金等の交付見込額    0 

保険料収納必要額    621,494,034 

※算出上の端数を四捨五入しているため、内訳と合計が一致しない場合がある 
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（５）第１号被保険者の保険料基準額の算定 

第１号被保険者の介護保険料は、所得段階に応じて異なります。本町では、国が示

した所得段階を使用し、９段階での保険料基準額に対する割合を設定します。 

 

【所得段階別第１号被保険者数（単位：人）】 

所得段階 
合計所得 

金額 

所得段階別第１号被保険者数 基準額に

対する 

割合 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

第１段階  380 12.0% 373 12.0% 366 12.0% 0.50 

第２段階  311 9.8% 306 9.8% 300 9.8% 0.75 

第３段階  252 7.9% 247 7.9% 242 7.9% 0.75 

第４段階  398 12.5% 392 12.6% 384 12.6% 0.90 

第５段階  684 21.6% 673 21.6% 658 21.5% 1.00 

第６段階  591 18.6% 581 18.6% 569 18.6% 1.20 

第７段階 120万円 339 10.7% 333 10.7% 326 10.7% 1.30 

第８段階 210万円 137 4.3% 135 4.3% 132 4.3% 1.50 

第９段階 320万円 80 2.5% 79 2.5% 77 2.5% 1.70 

計  3,172 100.0% 3,119 100.0% 3,054 100.0%  

 

所得段階別の加入者数に補正率（基準額に対する割合）を乗じて「所得段階別加入

割合補正後の第１号被保険者数」を算出します。実際の第１号被保険者数は３年間で

延9,345人と推計されますが、補正後の人数は３年間で延9,268人となります。 

保険料収納必要額を保険料収納率で割り、所得段階別加入割合補正後の第１号被保

険者数で割り、更に12ヵ月で割ると、基準月額は約5,600円になります。 

 

 

保険料収納必要額 

621,494,034 円 

保険料収納率 

99.79％ 

第１号被保険者数 
所得段階別加入割合補正後 

9,268 人 

÷ ÷ 

月数 

12 ヵ月 

÷ 

標準月額 

5,600 円 

≒ 
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（６）所得段階別第１号被保険者の保険料 

所得段階別の第１号被保険者の保険料率及び月額保険料は、以下のようになります。 

 

所得段階 所得段階の説明 保険料率 

第１段階 
世帯全員が住民税非課税で前年の課税年金収入額と 

合計所得金額の合計が80万円以下の人 

0.50 

(2,800円) 

0.30 

(1,680円) 

第２段階 
世帯全員が住民税非課税で前年の課税年金収入額と合計所得

金額の合計が80万円を超え120万円以下の人 

0.75 

(4,200円) 

0.50 

(2,800円) 

第３段階 
世帯全員が住民税非課税で前年の課税年金収入額と合計所得

金額の合計が120万円を超える人 

0.75 

(4,200円) 

0.70 

(3,920円) 

第４段階 
本人が住民税非課税で世帯に住民税課税者がいる人で前年の

課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下の人 

0.90 

(5,040円) 

第５段階 
本人が住民税非課税で世帯に住民税課税者がいる人で第４段

階以外の人 

基準額 

(5,600円) 

第６段階 本人が住民税課税で前年の合計所得金額が120万円未満の人 
1.20 

(6,720円) 

第７段階 
本人が住民税課税で前年の合計所得金額が120万円以上210万

円未満の人 

1.30 

(7,280円) 

第８段階 
本人が住民税課税で前年の合計所得金額が210万円以上320万

円未満の人 

1.50 

(8,400円) 

第９段階 本人が住民税課税で前年の合計所得金額が320万円以上の人 
1.70 

(9,520円) 

※（ ）内の金額は月額 

※第１段階から第３段階の保険料については公費による軽減措置を実施 
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３．介護給付費の適正化 

 

（１）要介護認定の適正化 

①認定調査の結果についての保険者による点検等 

認定調査の結果について、保険者による点検を実施します。点検の結果修正が多い

事項等を分析し、認定調査員に伝達します。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

調査結果の 

点検 

計画 全件点検 全件点検 全件点検 

実績 全件点検 全件点検 全件点検 

点検結果の分析及び

認定調査員への伝達 

計画 月１回 月１回 月１回 

実績 月１回 月１回 月１回 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

調査結果の点検 全件点検 全件点検 全件点検 

点検結果の分析及び 

認定調査員への伝達 
月１回 月１回 月１回 
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②要介護認定の適正化に向けた取組 

県主催の認定調査員研修、認定審査会委員研修及び認定審査会事務局適正化研修を

受講します。 

また、半年ごとに提供される「業務分析データ」を基に、全国の保険者との格差分

析を行い、分析結果を認定調査員及び審査会委員に伝達します。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

県主催の研修への 

参加 

計画 毎回１名以上 毎回１名以上 毎回１名以上 

実績 毎回１名以上 毎回１名以上 毎回１名以上 

全国の保険者との 

格差分析を行い、 

分析結果を 

認定調査員及び 

審査会委員に伝達 

計画 年２回 年２回 年２回 

実績 年２回 年２回 年２回 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

県主催の研修への参加 毎回１名以上 毎回１名以上 毎回１名以上 

全国の保険者との格差分析を 

行い、分析結果を認定調査員 

及び審査会委員に伝達 

年２回 年２回 年２回 
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（２）ケアプランの点検 

介護給付適正化システムを活用して、対象となる居宅介護支援事業所を選定し、ケ

アプランの提出を求めます。提出を受けたケアプランについて、事前に課題等を把握

した上で事業所を訪問し、介護支援専門員への助言、支援を行います。また、より効

果的な助言、支援が行えるよう、町内の主任介護支援専門員に点検への協力を依頼す

ることを検討します。更に、点検を実施する中で頻繁に見られる課題等については、

居宅介護支援事業所との連絡会等で伝達し、町内の介護支援専門員の資質向上を図り

ます。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

ケアプラン点検の 

実施 

（対面での助言・支援） 

計画 月１件 月１件 月１件 

実績 年６件 年１９件 年１２件 

主任介護支援専門員

と協力した 

点検の実施 

計画 
実施方法の 

検討 
試行 月１件 

実績 年６件 年７件 年６件 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

ケアプラン点検の実施 

（対面での助言・支援） 
年１２件 年１２件 年１２件 

主任介護支援専門員と協力した

点検の実施 
年６件 年６件 年６件 
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（３）住宅改修等の点検 

①住宅改修の点検 

書面による点検を全件実施します。改修の必要性が書面から判断しづらい事案、高

額な事案等について、施工前または施工後の現地確認を実施します。また、点検にあ

たって町内のリハビリテーション専門職及び建築専門職の支援を受けられる体制の構

築を検討します。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

書面点検 

計画 全件実施 全件実施 全件実施 

実績 全件実施 全件実施 全件実施 

現地調査 

計画 年３件 年６件 年８件 

実績 未実施 未実施 年２件 

リハビリテーション

専門職等の 

支援を受けた点検 

計画 
実施方法の 

検討 
試行 年３件 

実績 
実施方法の 

検討 
年１件 年１件 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

書面点検 全件実施 全件実施 全件実施 

現地調査 年６件 年６件 年６件 

リハビリテーション専門職等の

支援を受けた点検 
年３件 年３件 年３件 
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②福祉用具購入・貸与の点検 

購入、貸与とも書面による点検を全件実施します。また、短期間で再購入された事

案、認定調査の際に把握した受給者状況と利用する用具の関連性に疑義のある事案、

国が公表する全国平均価格と乖離した金額で貸与されている事案等について、事業所

や介護支援専門員への問合せや利用状況の現地調査を実施します。更に、点検にあた

って町内のリハビリテーション専門職の支援を受けられる体制の構築を検討します。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

書面点検 

計画 全件実施 全件実施 全件実施 

実績 全件実施 全件実施 全件実施 

事業所等への問合せ

または現地調査 

計画 年３件 年６件 年８件 

実績 未実施 未実施 年２件 

リハビリテーション

専門職等の 

支援を受けた点検 

計画 
実施方法の 

検討 
試行 年３件 

実績 
実施方法の 

検討 
年２件 年２件 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

書面点検 全件実施 全件実施 全件実施 

事業所等への問合せまたは 

現地調査 
年６件 年６件 年６件 

リハビリテーション専門職等の

支援を受けた点検 
年３件 年３件 年３件 
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（４）縦覧点検・医療情報との突合 

①縦覧点検 

国保連への委託により４帳票の点検を実施します。委託対象外の帳票については、

職員による点検を実施します。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

静岡県国民健康保険

団体連合会への 

委託の実施 

計画 委託の実施 委託の実施 委託の実施 

実績 委託の実施 委託の実施 委託の実施 

職員による点検 

計画 
１帳票 

月１回 

１帳票 

月１回 

１帳票 

月１回 

実績 
１帳票 

月１回 

１帳票 

月１回 

１帳票 

月１回 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

静岡県国民健康保険団体連合会

への委託の実施 
委託の実施 委託の実施 委託の実施 

職員による点検 
１帳票 

月１回 

１帳票 

月１回 

１帳票 

月１回 

 

 

②医療情報との突合 

国保連への委託により点検を実施します。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

静岡県国民健康保険

団体連合会への 

委託の実施 

計画 委託の実施 委託の実施 委託の実施 

実績 委託の実施 委託の実施 委託の実施 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

静岡県国民健康保険団体連合会

への委託の実施 
委託の実施 委託の実施 委託の実施 
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（５）介護給付費通知 

全ての受給者に対して、介護給付費通知を送付します。介護給付費通知の趣旨や通

知の見方を解説したパンフレットを作成し、窓口で配布するなど、制度の周知を図り

ます。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

介護給付費通知の 

実施 

計画 年２回 年２回 年２回 

実績 年２回 年２回 年２回 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護給付費通知の実施 年２回 年２回 年２回 

 

 

（６）給付実績の活用 

国保連の「介護給付適正化システム」から出力される帳票を点検して、請求内容が

適正であるか確認します。また、国保連が開催する研修会への参加や、同会が作成し

たマニュアルを活用して、点検を実施できる職員の数を増やします。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

「介護給付適正化シ

ステム」から出力 

される帳票の点検 

計画 
１帳票 

月１回 

２帳票 

月１回 

３帳票 

月１回 

実績 
１帳票 

月１回 

２帳票 

月１回 

３帳票 

月１回 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

「介護給付適正化システム」 

から出力される帳票の点検 

３帳票 

月１回 

３帳票 

月１回 

３帳票 

月１回 
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（７）要介護認定の申請から結果通知までの期間の短縮 

遠方の調査においては認定調査員の委託を活用し、申請から調査実施まで日数の短

縮を検討します。また、認定調査員に対する内部研修や連絡会を毎月開催し、認定調

査員の作成する調査票の質を高めることで、調査票の点検、修正に要する時間の短縮

を図ります。 

更に、結果通知までの平均処理期間や未処理件数を毎月集計し、進捗管理を行うこ

とで、未処理件数の増加等を速やかに把握・分析し、早期の対策につなげます。 

 

【実施状況】 

 平成30年度 令和元年度 令和２年度 

要介護認定の申請 

から結果通知までの 

平均処理期間の短縮 

計画 35日 34日 33日 

実績 33日 33日 32日 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

要介護認定の申請から結果通知

までの平均処理期間の短縮 
32日 32日 32日 
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第６章 計画の推進に向けて 

 

１．総合的な計画の推進体制 

 

介護保険事業計画、高齢者保健福祉計画の円滑な推進にあたっては、保健・医療・福祉（介

護）の密接な連携が不可欠です。また、利用者が主体的に自立支援のためのサービスを選択

し、サービスが円滑に提供されるためには、地域包括支援センターを中心とした介護予防ケ

アマネジメントとの連携やサービス提供機関との連携が大切です。 

 保健・医療・福祉に係る地域の関係機関や担当者と連絡会を開催し、情報の交換や

共有を図ります。 

 各組織の役割を明確化し、ネットワークを強化することで、各種サービスの円滑か

つ効果的な実施に努めます。 

 地域包括支援センター運営協議会を活用し、地域包括支援センターの適正な運営を

行います。 

 計画の進捗状況を毎年評価、分析することで、計画の目標値に向かった事業展開を

図っていきます。 

 地域包括支援センターを中心に、サービス事業者や関係団体との調整など、地域の

ネットワークを強化していきます。 

 近隣市町と連携し、円滑な介護保険制度の運営を行います。 

 要介護認定を行う体制の計画的な整備を行います。 

 

 

２．計画の評価・検証 

 

本計画は、川根本町保健、福祉サービス推進協議会において、評価・検証を行い、事業展

開に反映させていきます。また、施策の進捗状況をデータに基づいて検証し、改善する仕組

み（ＰＤＣＡサイクル）を確立し、効果的・効率的に計画を推進していきます。 
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３．重度化防止に向けた取組 

 

高齢者が要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを実現するために、介

護保険制度は必要不可欠です。介護保険制度は高齢者その有する能力に応じて、自立した日

常生活を続けることができるよう支援することや、要支援・要介護状態となることの予防等

を理念としており、重度化防止に向けた取り組みを推進していき事が必要です。本町では重

度化防止に向けた取り組みとして、以下を目標とします。 

 

（１）基本チェックリスト回答割合 

基本チェックリストを実施することを通じて、要介護状態となるリスクの高い65歳

以上の高齢者を把握し、重度化防止につなげていきます。 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

基本チェックリスト回答者割合 94.0 95.0 96.0 

 

 

（２）介護予防普及啓発事業参加者数 

本町では、様々な介護予防に関する知識を啓発する教室等を実施する介護予防普及

啓発事業を展開しています。介護予防普及啓発事業の更なる充実を行い、参加者数を

増加させることで、重度化防止につなげていきます。 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

介護予防普及啓発事業参加者数 3,200 3,200 3,200 

 

 

（３）要支援者数 

一般介護予防事業や介護予防・日常生活支援サービス事業をはじめとした様々な介

護予防に関する事業や元気な高齢者を増やすための取り組みを展開しています。介護

予防や元気な高齢者を増やす取り組みは重度化防止につながる取り組みとなります。

要支援者数の減少は重度化防止の目標の１つとなり得ると考え、設定します。 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

要支援者数 98人以下 95人以下 94人以下 
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（４）リハビリテーション指標 

地域においてリハビリが必要な高齢者への支援が行えるよう評価しながら体制整備

を進めます。 

 

【計画値】 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

支援件数（件／年） 4 4 4 
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⑱老人福祉センター 
憩の家 いずみ 

奥泉358-5 
☎  59-2993 

４．高齢者福祉施設の整備 

 

◆川根本町 高齢者福祉施設マップ 

 

 

 

 

奥泉 

千頭 

駿河徳山 

田野口 

下泉 

①まつおか薬局 
ホームヘルプサービス 

徳山829 
☎  57-2650 

②まつおか薬局 
居宅介護支援事業所 

徳山829 
☎  57-2650 

③小規模多機能介護ホーム 
まつおか 

徳山1683-1 
☎  57-1133 

④グループホーム 
まつおか 

徳山1680-1 
☎  57-1300 

⑤グループホーム 
まつおかⅡ 

徳山1682-13 
☎  57-1100 

★川根本町 
地域包括支援センター 

上長尾627 
☎  56-2225 

⑦川根本町社会福祉協議会 
中川根事務所 

上長尾990 
☎  56-1872 

⑥川根本町 
訪問看護ステーション 

上長尾627 
☎  56-2225 

⑭特別養護老人ホーム 
あかいしの郷 

徳山1620-1 
☎  57-1234 

⑯小規模多機能介護ホーム 
まつおか本川根 

東藤川941-2 
☎  59-1150 

⑰創造と生きがいの湯 

東藤川792-1 
☎  59-3628 

⑫介護ショップひまわり 

上長尾4-1 
☎  56-2140 

⑧ケアプラン川音 

下長尾262 
☎  58-1365 

⑨デイサービスかわね 

下長尾262 
☎  58-6511 

⑩瀬平高齢者デイサービス
センターまんてん 

下長尾2148-11 
☎   56-1510 

⑪高齢者生きがいの郷 

 上長尾829-2-2 
☎   56-2180 

⑮川根本町社会福祉協議会 
本川根事務所 

上岸90 
☎  59-2315 

（川根本町福祉センター内） 

⑬リハビリ特化型 
デイサービス みずかわ 

水川295 
☎  56-0808 
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◆町内事業所で受けられるサービスの内容 

【介護給付】 

 

訪
問
介
護 

訪
問
看
護 

通
所
介
護 

短
期
入
所
生
活

介
護 

福
祉
用
具
貸
与 

特
定
福
祉
用
具

販
売 

居
宅
介
護
支
援 

介
護
老
人
福
祉

施
設 

小
規
模
多
機
能

型
居
宅
介
護 

認
知
症
対
応
型 

共
同
生
活
介
護 

①まつおか薬局 ホームヘルプサービス ●          

②まつおか薬局 居宅介護支援事業所       ●    

③小規模多機能介護ホーム まつおか         ●  

④グループホーム まつおか          ● 

⑤グループホーム まつおかⅡ          ● 

⑥川根本町訪問看護ステーション  ●         

⑦川根本町社会福祉協議会 中川根事務所   ●        

⑧ケアプラン川音       ●    

⑨デイサービスかわね   ●        

⑫介護ショップひまわり     ● ●     

⑬リハビリ特化型デイサービスみずかわ   ●        

⑭特別養護老人ホーム あかいしの郷   ● ●   ● ●   

⑮川根本町社会福祉協議会 本川根事務所   ●    ●    

⑯小規模多機能介護ホーム まつおか本川根         ●  

 

【予防給付】 

 

介
護
予
防 

短
期
入
所
生
活
介
護 

介
護
予
防 

福
祉
用
具
貸
与 

介
護
予
防 

特
定
福
祉
用
具
販
売 

介
護
予
防
小
規
模 

多
機
能
型
居
宅
介
護 

③小規模多機能介護ホーム まつおか    ● 

⑫介護ショップひまわり  ● ●  

⑭特別養護老人ホーム あかいしの郷 ●    

⑯小規模多機能介護ホーム まつおか本川根    ● 

 

【その他のサービス】 

 総合事業サービス 
生きがい対応型 
デイサービス 

⑩瀬平高齢者デイサービスセンターまんてん ●  

⑪高齢者生きがいの郷 ● ● 

⑱老人福祉センター 憩の家 いずみ ● ● 

「⑰創造と生きがいの湯」は、心身の健康増進活動の支援及び 

介護予防並びに生きがいづくりのための施設です 
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資料編 

 

１．計画策定の経過 

 

日付 実施事項 内容 

令和２年１月14日～ 

令和２年１月31日 

高齢者一般調査 
川根本町在住で65歳以上の方1,000人 

有効回収数：786票（78.6％） 

在宅要支援認定者調査 

川根本町在住で要支援認定を受けて 

いる方88人 

有効回収数：68票（77.3％） 

在宅要介護認定者調査 

川根本町在住で要介護認定を受けて 

いる方142人 

有効回収数：126票（88.7％） 

令和２年７月30日 
川根本町保健、福祉サービス推進協議会 

第１回高齢者福祉・介護保険部会 

・高齢者福祉及び介護保険事業計画の進

捗状況について 

・令和元年度高齢者保健福祉に関するア

ンケート調査結果報告について 

・令和２年度事業計画について 

・その他 

令和３年１月21日 
川根本町保健、福祉サービス推進協議会 

第２回高齢者福祉・介護保険部会 

・第９次川根本町高齢者保健福祉計画･

第８期川根本町介護保険事業計画の  

素案について 

・介護保険サービス推移・見込について 

・その他 

令和３年２月８日～ 

令和３年２月22日 
パブリックコメント 

町ホームページ、川根本町役場本庁舎

（エントランスホール）等にて閲覧 

令和３年２月24日 
川根本町保健、福祉サービス推進協議会 

第３回高齢者福祉・介護保険部会 

・第９次川根本町高齢者保健福祉計画・

第８期川根本町介護保険事業計画の素

案について 

・その他 

令和３年３月12日 
川根本町保健、福祉サービス推進協議会 

本部会 

・第９次高齢者保健福祉計画・第８期介

護保険事業計画について 

・第３次保健計画・食育推進計画について 

・第２期川根本町子ども・子育て支援事

業計画について 

・第６期障がい福祉計画・第２期障がい

児福祉計画について 

・障がい者グループホームについて 

・第４次地域福祉計画・地域福祉活動計

画について 



92 

２．委員名簿 

 

◆川根本町保健、福祉サービス推進協議会 高齢者福祉・介護保険部会 委員名簿 

（順不同・敬称略） 

№ 職名 氏名 備考 

１ 医師 田澤 慶次  

２ 歯科医師 渡邉 克也  

３ 区長連絡会会長 鳥居  進 副会長 

４ 民生委員・児童委員 榊原 一夫  

５ 介護支援専門員 松岡 政臣  

６ 介護支援専門員 加藤 真澄  

７ いきいきクラブ連合会会長 中村 昭司  

８ 町社会福祉協議会事務局長 大村 敏正  

９ 特別養護老人ホームあかいしの郷施設長 澤本 英季  

10 デイサービスかわね代表 伊藤 くみ子  

11 知識経験者 久野 孝史 会長 

任期：令和２年４月１日～令和４年３月31日 

 

◆川根本町保健、福祉サービス推進協議会 本部会 委員名簿 

（順不同・敬称略） 

№ 職名 氏名 備考 

１ 川根本町議会議長 薗田 靖邦  

２ 川根本町議会副議長 中野  暉  

３ 歯科医師 小林 慎介  

４ 静岡県中部健康福祉センター 酒井 仁志  

５ 保健事業部会会長 鈴木 淳二  

６ 保健事業部会副会長 棚森 きよみ  

７ 高齢者福祉・介護保険部会会長 久野 孝史  

８ 高齢者福祉・介護保険部会副会長 鳥居 進  

９ 障がい者福祉部会会長 鈴木 信雄  

10 障がい者福祉部会副会長 松岡 政臣  

11 児童福祉部会会長 鳥居  進  

12 児童福祉部会副会長 松下 文代  

任期：令和２年４月１日～令和４年３月31日 
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３．用語解説 

 

 

あ行 

 

アセスメント 

課題分析のこと。要介護者等の生活上の課題を明らかにすること。介護支援専門員が中心と

なって個別的に課題分析を行い、介護サービス計画をたてる。 

 

ＮＰＯ 

民間非営利組織のこと。医療・福祉、環境、文化・芸術、まちづくり、教育等様々な分野で

活躍する民間の営利を目的としない組織をいう。特定非営利活動促進法によって法人の設立が

認められている。 

 

か行 

 

介護支援専門員（ケアマネジャー） 

要介護者等からの相談に応じて適切なサービスが利用できるよう、居宅介護支援（介護予防

支援）によるサービス計画（ケアプラン）を作成したり、市町村や事業者との連絡調整を行う

専門職。 

 

介護保険事業計画 

市町村が保険者として介護保険を実施していくために策定する行政計画のこと。介護が必要

な高齢者の数の把握、在宅サービスの必要量の算定、提供できるサービス量の把握、介護サー

ビスの基盤整備のための量的な目標の設定、介護保険料の算定等を主な内容としている。 

 

介護保険制度 

加齢に伴う疾病等により要介護状態となり、医療や入浴、排せつ、食事等の介護を必要とす

ることになった人を対象に、これらの人がその有する能力に応じて自立した日常生活を営むこ

とができるよう、必要な保健・医療・福祉サービスの給付を行う制度。 

 

介護予防 

家に閉じこもりがちな高齢者、要介護状態になるおそれのある高齢者等に対し、通所等によ

る各種サービスを提供することによって、社会的孤立感の解消、自立生活の助長及び要介護状

態の予防を行うこと。 
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介護予防サービス 

要支援１、要支援２の方が対象。介護サービスの施設サービス以外の居宅サービスとほぼ同

じ内容のサービスが受けられる。ただし、介護予防という観点から利用方法が一部変わる。ま

た、地域密着型介護予防サービスは、介護予防認知症対応型通所介護（デイサービス）、介護予

防小規模多機能型居宅介護、介護予防認知症対応型共同生活介護がある。 

 

ケアプラン 

要介護者等の心身の状況、環境、本人や家族の希望を踏まえ、利用するサービス等の種類・

内容・担当者等を定めた計画のこと。 

 

権利擁護事業 

高齢者、知的障がいのある人、精神障がいのある人等で判断能力に不安のある人の権利擁護

を目的に、住み慣れた地域で自立した生活を送れるように福祉サービスや介護保険サービスの

利用援助のほか、日常的な金銭管理等の援助を行うもの。 

 

高額介護サービス費 

要介護者が居宅サービスと施設サービスに対して支払った自己負担額が、一定額を超えた時

に、超えた分が介護保険から払い戻される。ただし、この自己負担額には日常生活費や施設に

おける標準負担額は含まれない。 

 

後期高齢者 

75歳以上の人。 

 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法） 

「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の促進に関する法律」（ハート

ビル法）と「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法

律」（交通バリアフリー法）を統合した法律であり、平成18年6月に成立し、12月から施行とな

っている。高齢者、障がい者全般に、建物、交通機関の移動の円滑化を図ることを目的とした

法律。 

 

高齢者福祉計画 

高齢者が健康で生きがいをもって生活を送り、社会において積極的な役割を果たし、活躍で

きる社会の実現を目指し、また要介護状態となっても、高齢者が人としての尊厳をもって、家

族や地域の中で、その人らしい自立した生活が送れるよう支援していく社会の構築を目指すこ

とを基本的な政策理念としている。そのために、福祉サービスの基盤整備や質の向上、地域ケ

ア体制の構築等を行う。 
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さ行 

 

財政安定化基金 

市町村保険財政の安定化を図り、その一般会計からの繰り入れを回避することを目的とし、

国・都道府県・市町村が各々３分の１ずつ拠出して都道府県に設置する。市町村の拠出金は、

第１号被保険者の保険料を財源とする。 

 

作業療法士 

手芸や工作、治療的ゲームなどを用いて、応用的動作能力、社会的適応能力の回復を図る訓

練を行う専門職のこと。 

 

社会福祉協議会 

地域の実情に応じて福祉事業を行う民間の自主的組織で、ほぼ全国の都道府県、市町村に設

置されている。各種の在宅福祉サービスも提供している。 

 

住宅改修 

手すりの取り付けや段差解消の工事等により、要介護の方の自立を助け、ＱＯＬ（クオリテ

ィー・オブ・ライフ＝生活の質）を高めることを目的とした改修工事を行うサービスで、要し

た費用の９割（18万円を上限）を支給することにより、在宅の介護を支援する。 

 

シルバー人材センター 

定年退職後の高齢者に対して、地域社会の日常生活に密着した臨時的、短期的な仕事を確保

し、これらを提供することにより高齢者の就業機会の増大を図り、あわせて活力ある地域社会

づくりに寄与することを目的とした団体。 

 

生活支援コーディネーター 

地域における助け合い・支え合いの仕組みづくりの調整役を担う人材のこと。地域をより良

いものとするために、地域の様々な活動をつなげ、組み合わせる役割を担う。 

 

生活習慣病 

食習慣・喫煙・飲酒等の生活習慣がその発症、進行に関与する疾患の総称（肥満、高血圧、

循環器病等）。加齢に着目した疾患群を指す成人病とは概念的に異なるが、含まれる疾患の多く

が重複する。 

 

成年後見制度 

認知症高齢者、知的障がいのある人及び精神障がいのある人等で判断能力が不十分な状態に

ある人の財産管理や介護サービス、障がい者福祉サービスの利用契約等を成年後見人等が行い、

このような人を保護する制度。 
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前期高齢者 

65～74歳の人。 

 

た行 

 

第１号被保険者 

市町村の住民のうち65歳以上の人。第１号被保険者の保険料は、各市町村ごとに定める所得

段階別の保険料を年金天引き等により納付する。日常生活において支障のある要介護状態にな

ったときは、市町村の認定を経て介護保険サービスが受けられる。 

 

第２号被保険者 

市町村の住民のうち40歳以上65歳未満の医療保険加入者。第２号被保険者の保険料は、各医

療保険者が医療保険料として徴収して一括して納付する。なお、第２号被保険者のうち特定疾

患のため、要支援・要介護状態となった人については市町村の認定を経て介護保険サービスが

受けられる。 

 

団塊の世代 

昭和22～24年（1947～1949年）頃の第１次ベビーブーム時代に生まれた世代。他世代に比較

して人数が多いところからいう。 

 

地域ケア会議 

高齢者個人に対する支援の充実と、それを支える社会基盤の整備を同時に進める地域包括ケ

アシステムの実現に向けた手法。 

 

地域支援事業 

介護予防の視点から創設された事業。これまでの高齢者保健福祉サービス等から移行してき

たものも含まれるが、事業内容が拡充されている。 

 

地域包括ケアシステム 

地域の実情に応じて、高齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立

した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、介護予防（要介護状態もしくは要支援状

態となることの予防または要介護状態もしくは要支援状態の軽減もしくは悪化の防止をいう）、

住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体制をいう。 
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地域包括支援センター 

地域住民の保健医療の向上と福祉の増進を包括的に支援することを目的として、地域支援事

業のうちの包括的支援事業を地域において一体的に実施する役割を担う中核拠点。主任ケアマ

ネジャー・社会福祉士・保健師等が中心となって、介護予防に関するマネジメントをはじめと

する高齢者への総合的な支援を行う。 

 

地域密着型サービス 

高齢者の要介護度が重くなっても、遠方の施設に入所するのではなく、できる限り住み慣れ

た地域や自宅で生活を継続できるように新たに創設されたサービス。原則としてその市町村の

被保険者のみが利用でき、事業者の指導、監督、指定等の権限が市町村にある。 

 

調整交付金 

国が市町村に交付する基金で、介護給付と予防給付に要する費用の100分の５。その額は、①

要介護等の出現率の高い後期高齢者の加入割合の相違、②第１号被保険者の負担能力の相違、

③災害時の保険料減免等の特殊な場合を考慮して政令で定められている。 

 

チームオレンジ 

診断後の早期の空白期間等における心理面・生活面の早期からの支援として、市町村がコー

ディネーターを配置し、地域において把握した 認知症の方の悩みや家族の身近な 生活支援ニ

ーズ等と認知症サポーター（基本となる認知症サポーター養成講座に加え、ステップアップ研

修を受講した者）を中心とした支援者をつなぐ仕組み。 

 

特定福祉用具 

介護に必要な用具で利用者の肌が直接触れる福祉用具のこと。入浴または排せつに使うポー

タブルトイレ、特殊尿器、入浴補助用具等厚生労働大臣が定める福祉用具。 

 

な行 

 

認知症 

新しいことを学習するのが困難となり、最近のことをよく忘れる。社会的関心が乏しくなり、

複雑な行為ができなくなる。思考がまとまらず、しばしば同じことを繰り返すなどの症状を呈

し、進行すると、思考や判断力はいっそう低下し、関心や自発性もなくなり、記憶障がいも重

度となる。介助がなければ食事、排せつ等身の回りのことができなくなる状態をいう。 

 

認知症ケアパス 

認知症の人の状態に応じた適切なサービス提供の流れ。認知症の人の生活機能障がいの進行

に合わせて、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受ければよいのかを提示するも

の。 



98 

 

認知症サポーター 

認知症について正しい知識をもち、認知症の人や家族を応援し、誰もが暮らしやすい地域を

つくっていくボランティア。 

 

は行 

 

パブリックコメント 

公衆（町民など）の意見のこと。特に「パブリックコメント手続」における意見公募に寄せ

られた意見を指す。意見公募の手続そのものを指す言葉としても用いられる。パブコメと略さ

れることも多い。パブリックコメント手続は、行政が政策、制度等を決定する際に、公衆の意

見を聞いて、それを考慮しながら最終決定を行う仕組みのことである。 

 

福祉のまちづくり条例 

県民一人ひとりが思いやりの心をもってお互いを尊重しあい、障がい者、高齢者等を含む誰

もが自らの意思で自由に行動し、あらゆる施設を安全かつ円滑に利用することができる誰もが

住みよい福祉のまちづくりを推進していくことを目的に制定された静岡県の条例。公布は平成

７年10月、施行は平成８年４月。 

 

フレイル 

日本老年医学会が提唱した用語で、『フレイル診療ガイド2018 年版』（日本老年医学会／国

立長寿医療研究センター、2018）によると「要介護状態に至る前段階として位置づけられるが、

身体的脆弱性のみならず精神心理的脆弱性や社会的脆弱性などの多面的な問題を抱えやすく、

自立障害や死亡を含む健康障害を招きやすいハイリスク状態を意味する」と定義されいてる。 

 

ボランティア 

自主的に社会事業等に参加し、無償の奉仕活動をする人。 

 

ま行 

 

民生委員・児童委員 

地域において福祉全般の相談に気軽に応じるボランティア。地域住民の生活状態を常に把握

していて、関係施設と密に連絡を取り合う。推薦により３年任期で、厚生労働大臣からの委嘱

を受けている。 
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や行 

 

ユニバーサルデザイン 

高齢であることや障がいの有無等にかかわらず、すべての人が快適に利用できるように製品

や建造物、生活空間などをデザインすること。 

 

要介護者 

①要介護状態にある65歳以上の人、②要介護状態にある40歳以上65歳未満の人で、その原因

が脳血管疾患、若年性認知症、がん末期をはじめとする16の特定疾病のいずれかによって生じ

たものである人。 

 

要介護状態 

身体または精神上の障がいがあるために、入浴、排せつ、食事等の日常生活における基本的

な動作の全部または一部について、３ヵ月から６ヵ月の期間にわたり継続して、常時介護を要

すると見込まれる状態であって、その介護の必要の程度に応じて５段階の要介護状態区分のい

ずれかに該当する人。 

 

要支援・要介護認定 

介護給付を受けようとする被保険者が要介護者に該当すること及びその該当する要支援・要

介護状態区分について市町村の認定を受けること。 

 

予防給付 

要支援と判定された人に対する介護保険からの給付金。ただし短期入所サービスを除いて特

別養護老人ホーム・介護老人保健施設・介護療養型医療施設への入所については対象にならな

い。 

 

ら行 

 

理学療法士 

医師の指示のもと、基本的動作能力の回復を図るため、治療体操や運動、マッサージなどを

行い、機能回復訓練を行う専門職のこと。
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